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(4)組 織 
 2007年 3月末における当研究所の組織と任務は下のとおり。 
2007年度末定員   53名 
同年度客員総括研究官    計   2名 
同年度客員研究官      計  94名 
同年度国際客員研究官    計   2名 



















































































杉山  弘（2007年 4月採用（独立行政法人物質・材料研究機構総務部総務課長より）） 
第1研究グループ客員総括主任研究官： 
大橋  弘（2007年 4月委嘱（東京大学大学院助教授より）） 
企画課長： 
松室 寛治（2007年 6月出向（経済産業省通商政策局付へ）） 
企画課長： 
阿部 浩一（2007年 6月転任（研究開発局地震・防災研究課防災科学技術推進室長より）） 
所長： 
國谷  実（2007年 7月辞職） 
木村  良（2007年 7月採用（日本原子力研究開発機構理事より）） 
科学技術基盤調査研究室長： 
富澤 宏之（2007年 7月派遣（経済協力開発機構へ）） 
科学技術基盤調査研究室長： 
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(5)予 算 
2007年度の予算を以下に示す。                                            （単位：千円） 
事   項 予  算  額 備   考 
 2006年度 2007年度  
◇科学技術政策研究所に必要な経費 917,372 907,254  
1.人 件 費 427,550 414,907 平成19年度（2007年度）末定員 
52名




 3,714 3,714  
4.科学技術政策研究国際協力推進 
 












   100,091 110,055 主に第 1～3 調査研究グループ及び科
学技術基盤調査研究室の調査研究活動
に係る経費 






合       計 917,272 907,254  
(6)1 年間の主な活動 
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(6)1 年間の主な活動 
 ①調査研究成果 
 2007 年度においては、定点調査に関する 3本の NISTEP REPORT、「国立大学法人の財務分析」
や「大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」など 9本の調査資料、「インターネット












開催期間：2007 年 5 月 22 日（火）～23日（水） 
会  場：都市センターホテル 
共  催：タイ国立電子コンピューター技術センター（NECTEC） 
協  賛：GATIV Japan 
 
第 3 回予測国際会議 
開催期間：2007 年 11 月 19 日（月）～20日（火） 
会  場：政策研究大学院大学 
 
 ③科学技術政策研究所看板除幕式 





(1)科学技術政策研究所シンポジウム「科学技術と社会をつなぐ～ナイス ステップな研究者 2006 からのメッセージ～」 
 






者 2006 からのメッセージ～」 
開催期間：2007 年 4 月 13 日（金） 
会  場：日本科学未来館イノベーションホール 
主  催：科学技術政策研究所 
共  催：独立行政法人科学技術振興機構、独立行政法人理化学研究所、独立行政法人防災科学
技術研究所 
後  援：独立行政法人宇宙航空研究開発機構、株式会社科学新聞社 
 
 科学技術政策研究所は、2006 年 12 月、科学技術に顕著な貢献をされた 10 組の方々を「ナイス 
ステップな研究者」に選定した。科学技術週間を前に「ナイス ステップな研究者」の方々の業績
を紹介すると共に、最先端研究を社会に浸透させるための方策について討議することをテーマに、






















(1)科学技術政策研究所シンポジウム「科学技術と社会をつなぐ～ナイス ステップな研究者 2006 からのメッセージ～」 


























○審良 静男 大阪大学微生物病研究所教授 
「被引用論文数世界一」 
 
○伊藤  清 京都大学名誉教授 
「数学の応用を顕彰するために創設されたガウス賞受賞」 
 
○渡辺  貞 理化学研究所次世代スーパーコンピュータ開発実施本部プロジェクトリーダー 
「スーパーコンピュータ開発の業績に対するシーモア・クレイ賞受賞」 
 
○山中 伸弥 京都大学再生医科学研究所教授 
○多田  高 京都大学再生医科学研究所助教授 
「再生医療を可能にする画期的“万能細胞”の作製」 
○板垣 公一 アマチュア天文家 
 (1)科学技術政策研究所シンポジウム「科学技術と社会をつなぐ～ナイス ステップな研究者 2006 からのメッセージ～」 













○北野 宏明 科学技術振興機構戦略的創造研究推進事業（SORST） 
      北野共生システムプロジェクト総括責任者 
石黒  周 研究開発型 NPO 振興機構専務理事 




○川島 隆太 東北大学加齢医学研究所教授 
「脳研究への関心を喚起」 
 
○北原 和夫 国際基督教大学教養学部教授 
















○今堀  博 京都大学物質－細胞統合システム拠点・工学研究科分子工学専攻教授 


























 (2)ナイスステップな研究者 2007 
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トウェアである MEGA（Molecular Evolutionary Genetics Analysis）を開発した。最初のバージ







○堀内 茂木 防災科学技術研究所防災システム研究センター研究参事 




震源近くの観測点で検知される伝播速度の速い P 波のデータから、震源、地震の規模、S 波到達
予想時刻及び揺れの強さを即時的に求め、この情報を強い揺れの S 波が到達する前に各利用者に
提供することで、地震被害の防止・軽減を図ろうとするものである。 







 2006 年 8 月 1 日からは、先行的に活用できる分野（鉄道、医療、建設、製造、大学など）につ
いて気象庁が緊急地震速報の提供を開始した。その後、一般への提供開始を目指し、関係府省庁
(2)ナイスステップな研究者 2007 
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と協力しつつ周知・広報、利活用の促進に取り組み、2007 年 10 月 1 日から一般向けの緊急地震





○ 山海 嘉之 筑波大学大学院システム情報工学研究科教授、 
        CYBERDYNE 株式会社代表取締役 CEO 
 「身体機能を拡張するロボットスーツ HAL の開発と実用化推進」 
 











産が可能な「研究開発センター（付属生産施設を含む）」建設に着手し、2008 年 9 月頃の稼動を
目指すなど実用化の動きを加速している。 
 














 (2)ナイスステップな研究者 2007 






○林  維毅（リム ウィイ、Lim Wee Yee） 株式会社マルテック代表取締役 
 「留学生による地域とアジアを結びつけるイノベーションの推進」 
 
 科学技術政策研究所が行った 2007 年度大学等発ベンチャー調査によれば、ベンチャーの設立累
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 2007 年には、女子大において光エレクトロニクス研究の先端分野を切り開いてきた経験をふま
え、理系女性たちの活躍ぶりを『光できらめく理系女性たち－理想のワークライフバランスを目






○若山 正人 九州大学大学院数理学研究院長・教授 
 中尾 充宏 九州大学産業技術数理研究センター長・教授 
 「産業界との連携による若手数学研究者の育成」 
 













○ 長谷川 善和 群馬県立自然史博物館 館長 
  荒俣 宏   博物学研究家・作家 
  「サイエンスとアートの融合を実現した科学系博物館展示の企画開催」 
 









 (2)ナイスステップな研究者 2007 









(1)第 2 回日中韓科学技術セミナー 
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4. 国際会議 
(1)第 2 回日中韓科学技術政策セミナー 
 
会議名称：第 2回日中韓科学技術政策セミナー 
開催期間：2007 年 5 月 16 日（水）～17日（木） 
会  場：韓国ソウル、ロッテホテル 
 
1.概要 
 第 2 回日中韓科学技術政策セミナーは、日本、中国、韓国の 3 カ国の科学技術政策研究に従






 今回の第 2回セミナーは、昨年 1月に、NISTEP が主催して開催した「第 1回日中韓科学技術
政策セミナー」に続くものであり、今回は韓国科学技術政策研究院（STEPI）が創立 20 周年の









セクション 1 科学技術人材 
座長：Dr. Sungchul Chung 韓国科学技術政策研究院（STEPI）所長 
日本の発表者:佐藤 真輔 第 1・2調査研究グループ総括上席研究官 









 (1)第 2 回日中韓科学技術セミナー 
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セクション 2 経済への影響 
座長：國谷 実 科学技術政策研究所所長 








セクション 3 イノベーション政策・プログラムの評価 
座長：Dr. Young-Hwa Cho 韓国科学技術評価・企画院（KISTEP）所長 









セクション 4 自由討議 
座長：Dr. Mu Rongping 科学院政策管理研究所長  
日本の発表者: 横尾 淑子 科学技術動向研究センター上席研究官 
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(2)APEC 技術予測プロジェクト 
 
会議名称：Converging Technologies to Combat Emerging Infectious Disease (EID): Technology 
Roadmap Workshop（新興感染症のための収れん技術のロードマッピング） 
開催期間：2007 年 5 月 22 日（火）～23日（水） 
会  場：都市センターホテル 















 ワークショップには、日本、タイ、カナダ、インドネシア、台湾などの 9つの APEC 加盟国メ






て発表が行われた。また、タイの NECTEC の Chalermpol Charnsripinyo 氏から「最先端 IT技術」
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施され、感染症克服のために APEC 地域においてより強い連携が必要であることが認識された。 
 
3.海外からの参加者（所属は当時） 
CANADA: Mr. Jack Smith (Director, S&T Foresight) 
CHINESE TAIPEI: Prof. Yi-You Huang (Director, Department of Biomedical Engineering, 
Institute Biomedical Engineering, College of Medicine, National Taiwan University) 
INDONESIA: Dr. Djoko Pitono (Senior Scientist, Indonesian Institute of Sciences), Prof. 
Pratiwi Pujilestari Sudarmono (Dept of Microbiology, University of Indonesia), Dr. Donald 
Tambunan (ASEAN Secretariat) 
MALAYSIA: Prof. Aini Ideris (Dean, School of Graduate Studies, Universiti Putra Malaysia) 
PHILIPPINES: Dr. Jose Edgardo L.Aban (Senior Science Research Specialist, 
PCASTRD, Department of Sciencce and Technology) 
SINGAPORE: Prof. Kee Tai Goh (Senior Consultant, Ministry of Health) 
THAILAND: Dr. Nares Damrongchai (Executive Director, APEC Center for Technology 
Foresight), Dr. Chalermpol Charnsripinyo (Chief of Network Technology Laboratory, 
National Electronics and Computer Technology Center), Dr. Nathasit Gerdsri (Program Chair 
of Management and Strategy, Mahidol University), Ms. Suthida Kerdsanti (Project Analyst, 
Emerging Infectious Disease Program, National Center for Genetic Engineering and 
Biotechnology), Dr. Chaichana Mitrpant (National Electronics and Computer Technology 
Center), Dr. Suthee Phoojaruenchanachai (Acting Assistant Director, National Electronics 
and Computer Technology Center), Dr. Parntep Ratanakorn (Dean, Faculty of Veterinary 
Science, Mahidol University), Dr. Ponpiboon Satangput (APEC Center for Technology 
Foresight), Dr. Sirirurg Songsivilai (Senior Expert, National Center for Genetic 
Engineering and Biotechnology), Dr. Piyawut Srichaikul (Program Manager, National 
Electronics and Computer Technology Center) 
VIETNAM: Dr. Dinh Duy Khang (Head of Laboratory of Molecular Microbiology, Institute of 




(3)第 3 回予測国際会議 
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(3)第 3 回予測国際会議 
 
会議名称：NISTEP International Conference「第 3回予測国際会議」 
開催期間：2007 年 11 月 19 日（月）、20日（火） 
会  場：政策研究大学院大学想海楼ホール（東京都港区六本木） 
 
1.開催目的 







 本会議は、1995 年、2000 年に次ぎ 3 回目となる。国内外の専門家 13 名の参加を得て、講演
及びパネルディスカッションが行われた。科学技術の社会インパクトが盛んに議論される現在
にあって、科学技術予測のイノベーション政策立案への貢献が議論の中心となった。一般から
は 146 名の参加があった。海外機関（在京事務所含む）からの参加は、講演者を含め 18か国で
あった。講演者及びパネルディスカッション参加者（所属は当時）は以下のとおりである。 
 
[基調講演] 相澤益男 総合科学技術会議議員 


















(1)第 1 研究グループ 
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5. 調査研究活動の概要 
(1)第 1 研究グループ 
研究課題 1  
サイエンス型産業における国際競争力の決定要因に関する調査研究 




































(1)第 1 研究グループ 
 

















2007 年春号.SPR.（54 巻 4 号），pp.4-5． 
[2] 中馬宏之・橋本哲一（2007），「ムーアの法則がもたらす複雑性と組織限界―DRAM ビジネス
盛衰の現代的意義―」，『一橋ビジネスレビュー』2007 年春号.SPR.（54 巻 4号），pp.22-45． 
[3] 金間大介・近藤章夫（2007），「日本のナノテク競争力分析―懸念される競争力低下とナノ
システム化への挑戦―」，『科学技術動向』2007 年 5 月号（No.74），pp.8-19． 
[4] 第 1 研究グループ（2007），『サイエンス型産業におけるイノベーション・プロセス調査Ⅰ：
「応用物理学会」版アンケート調査報告』NISTEP 調査資料 No.145． 
[5] 第 1 研究グループ（2007），『サイエンス型産業におけるイノベーション・プロセス調査Ⅱ：
「電子情報通信学会エレクトロニクスソサイエティ」版アンケート調査報告』NISTEP 調査資料
No.146．  
[6] Kanama, D. and Kondo, A. (2007), “Analysis of Japan’s Nanotechnology Competitiveness:  
Concern for Declining Competitiveness and Challenges for Nano-systematization,”『Science 
and Technology Trends Quarterly Review』No.25． 
[7] Kanama, D. and Kondo, A. (2007), “The Limitations of the Technology Roadmap and 
Importance of New Management Tools in Science-based Innovation: the Case of 
Nanotechnology in Japan,”『International Conference on Industrial Engineering and 
Engineering Management (IEEM)』 
[8] 第 1 研究グループ（2008），『サイエンス型産業におけるイノベーション・プロセス調査Ⅲ：
「日本物理学会」版アンケート調査報告』NISTEP 調査資料（近刊）． 
[9] Kanama, D., Kondo, A. and Yokoo, Y. (2008), “Development of Technology Foresight: 
Interdependence between Technology Roadmapping and Delphi Method,”『International 
Journal of Technology Intelligence and planning』(forthcoming) 
(1)第 1 研究グループ 
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研究課題 2 
日本のイノベーション－全国イノベーション調査データに基づく分析ならびに統計調査関連活動 
大橋  弘（客員総括主任研究官）、近藤 章夫、伊地知寛博（客員研究官） 

































のもとで整理された集計データが、OECDによる出版物（『OECD Science, Technology and Industry 
Scoreboard 2007』など）における国際比較可能な形での分析に活用されつつある。 
(1)第 1 研究グループ 
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研究課題 3 
イノベーションの測定に関する調査研究 
大橋  弘（客員総括主任研究官）、伊地知寛博（客員研究官）、小田切宏之（客員研究官）、 
中馬 宏之（客員研究官）、中村  豪（客員研究官）、深尾 京司（客員研究官）、 




































は目を見張るものがある。1960 年代から 1970 年にかけて日本の粗鋼生産は指数級数的な勢い
(1)第 1 研究グループ 









[1] 鉄鋼産業において粗鋼生産性に大きな影響をもたらした BOF 法であるが、この製法は八幡


















[1] Nakamura, T. and H. Ohashi (2006), “Technology Adoption, Learning by Doing, and 
Productivity: A Study of Steel Refining Furnaces,” forthcoming in Journal of Industrial 
Economics. 
[2] Nakamura, T. and H. Ohashi (2007), “Productivity, Capital Utilization, and Intra-firm 
Diffusion: A Study of Steel Refining Furnaces,” CIRJE-F-471, University of Tokyo. 
[3] Nakamura, T. and H. Ohashi, “Evaluating User-Centered Innovation: Evidence from 
Japanese Steel Refining Furnaces in the Post-war Era,” 日本経済学会秋季大会, 2007 年
9 月 
[4] Nakamura, T. and H. Ohashi (2008), “Effects of User Innovation on Industry Growth: 
Evidence from Steel Refining Technology,” 科学技術政策研究所 DP, 発刊予定 
(1)第 1 研究グループ 
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研究課題 4 
ハイブリッドカーの登場がもたらした経済効果についての計量分析 
明城  聡、大橋  弘（客員総括主任研究官） 
 
1.調査研究の目的 

































(1)第 1 研究グループ 

















[1] Yutaka Yonetani, Yuichiro Kanazawa, and Satoshi Myojo, “Bayesian Analysis of 
Simultaneous Demand and Supply with Market-Level Data – US Auto Market, 2007 INFORMS 
Marketing Science Conference. 
[2] Satoshi Myojo, Yuichiro Kanazawa, “On Asymptotic Properties of the Parameters of 
Differentiated Product Demand and Supply Systems When Demographically-Categorized 
Purchasing Pattern Data are Available”, Hitotsubashi Conference on Econometrics 2007. 
[3] Satoshi Myojo, Yuichiro Kanazawa (2007), “On Asymptotic Properties of the Parameters 
of Differentiated Product Demand and Supply Systems When Demographically-Categorized 




(2)第 2 研究グループ 
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(2)第 2 研究グループ 
研究課題 1 
欧州の世界トップクラス研究拠点調査（科学技術振興調整費） 
永田 晃也（客員総括主任研究官）、上野  彰、長谷川光一、大西宏一郎、 
篠崎 香織（客員研究官）、細野 光章（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 
























り推進した。平成 19 年度は日本総合研究所への委託を行った。 
 
5.論文発表等の研究活動 




(2)第 2 研究グループ 
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研究課題 2 
イノベーション・システムの制度分析 

































けた基礎的調査」の平成 19 年度報告書に寄稿した。 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1] 平田 実・永田 晃也、「地域イノベーション・システムのパフォーマンス評価手法に関す
る考察」、研究・技術計画学会 第 22 回年次学術大会講演要旨集、2007 年 10 月 
(2)第 2 研究グループ 
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研究課題 3  
産学連携政策のイノベーション創出効果に関する分析 
永田 晃也（客員総括主任研究官）、小林 信一（客員研究官）、近藤 正幸（客員研究官）、 




























[1] Lee Woolgar, Akiya Nagata, Koichi Hasegawa, “University-Industry Links Personnel and 
Training in Japan: A Review of Survey Results,” Discussion Paper（予定） 
[2] 小林 信一・中山 保夫・細野 光章「地域における産学官連携」調査資料（予定） 
[3] 福田 和彦・近藤 正幸・永田 晃也「国立大学の産学連携：共同研究と受託研究」調査
資料（予定） 
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研究課題 4 
イノベーションを促進する組織的知識の形成と維持に関する研究 






































研究技術計画学会 第 22回年次学術大会、2007 年 10 月 
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 デザインと競争力に関する先行研究としては、Lorenz（1990)，Roy et al.(1994), Roy and 






  特になし 
 
5.論文公表等の研究活動 
  特になし 
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に、その 1997 年、2000 年、2003 年、2006 年時点のデータを接続し、最近 10 年間における
国公立大学教員の流動性を調査した。その結果、教員の国公立大学間の異動には半分以上の
場合に昇格を伴うこと、教員全体の平均年齢が上昇した一方、異動教員の平均年齢は低下し
(2)第 2 研究グループ 
 














ターキックオフミーティング、福岡市、2007 年 5月 15 日 
[2] 細坪 護挙、「数学イノベーションへの展開に向けて」、研究・技術計画学会 第 22 回年次
学術大会講演要旨集、2007 年 10 月 
[3] 細坪 護挙、「大学教員人材の流動性に関する予備的調査」、研究・技術計画学会 第 22 回
年次学術大会講演要旨集、2007 年 10 月 
[4] 細坪 護挙、「研究開発サービス業の統計による把握に関する考察」Discussion Paper No.46 
[5] 桑原 輝隆、「諸外国と日本における数学研究環境」、北海道大学国際シンポジウム イノ
ベーション創出と数学研究 －諸科学・産業技術の「知の深み」を目指して－、札幌市、2008
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研究課題 7 
日本の研究開発優遇税制の効果 
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学技術大学院大学先端科学技術研究調査センター、2007 年 9 月 
・上野 彰「組織の安全文化と組織事故」第 2 回日本安全学教育研究会ランチョンセミナー、
2007 年 12 月 
・細坪 護挙「数学イノベーションへの展開に向けて～科学技術政策の視点から～」、 (社)日
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「雑誌寄稿等」について 
・永田 晃也、「質問票調査データによる知的財産部門の構造・機能分析—方法論に関する一考
察」『日本知財学会誌』Vol.3、 No.3、 2007 
・井田 聡子・隅藏 康一・永田 晃也、「製薬企業におけるイノベーションの決定要因—戦略
効果の実証分析」『医療と社会』Vol.17、 No.1、 2007 
・Akiya Nagata、 Knowledge Flow from the Scientific Sector to Private Firms: A Review 
on the Policy of Technology Transfer、 International Journal of Innovation and 
Technology Management、 Vol4、 No.4、 2007 
・永田 晃也、「少子高齢社会における製造業の人的資源戦略—製品アーキテクチャの観点から
みた技能伝承と技術者育成の課題」九州大学経済学会『経済学研究』Vol.74、 No.3、 2007 
・Masayuki Kondo、 Scientific Performance of Japan’s Science and Technology Basic Plans、 
Asian Journal of Technology Innovation、Vol.15、No.1、2007  
・上野 彰、「技術コラム 酒の技術史漫遊」、『テクノロジーマネジメント』、株式会社 フュ
ージョン アンド イノベーション、4月号、8月号、12 月号、2007 
・上野 彰、「研究開発する組織の組織的知識とパフォーマンス」、 『テクノロジーマネジメン

















がわかる 11 のトレンド』、講談社、2007 年 
 
「論文発表」について 
・Satoko Ida、 Koichi Sumikura、 Akiya Nagata、 Impact of Mergers and Acquisitions on 
Determinants of Innovation in Japanese Pharmaceutical Firms、 Official Conference of 
the International Association for Management of Technology、 16th International 
(2)第 2 研究グループ 
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Conference of Technology (IAMOT 2007)、 Miami、 May、 2007 
・永田 晃也・井田 聡子・隅藏 康一、「企業境界のマネジメントー知的財産戦略における機
能に関する一考察」、日本知財学会、第五回年次学術研究発表会、2007 年 7月 
・Akiya Nagata、 Kaori Shinozaki、 Determinant Factors of Innovation in Japan’s Chemical 
Industry: Analysis of Its Technological Opportunities、 IEEE、 Engineering Management 
Society、 PICMET '06 Conference. Portland、 August、 2007 
・Kaori Shinozaki、 Akiya Nagata、 Analysis on Inhibiting Factors for Innovation in the 
Petrochemical Industry、 IEEE、 Engineering Management Society、 PICMET '06 Conference. 
Portland、 August、 2007 
・永田 晃也、「イノベーション政策における『拠点』形成という思想」、組織学会年次大会、
2007 年 10 月 
・篠崎 香織・永田 晃也、「研究開発拠点の立地特性がイノベーションに及ぼす影響—石油化
学産業の事例分析」、研究・技術計画学会、第 22回年次学術大会、2007 年 10 月 
・井田 聡子・隅藏 康一・永田 晃也、「製薬企業における研究開発活動の動向—企業別デー
タによる分析」、研究・技術計画学会、第 22回年次学術大会、2007 年 10 月 
・平田 実・永田 晃也、「地域イノベーション・システムのパフォーマンス評価手法に関する
考察」、研究・技術計画学会、第 22回年次学術大会、2007 年 10 月 
・斎藤 哲也・永田 晃也、「製品/サービスのアーキテクチャに関する一考察—不完全な設計
情報転写の戦略的マネジメントに向かって」、研究・技術計画学会、第 22 回年次学術大会、
2007 年 10 月 
・鶴岡 良一・永田 晃也、「企業グループにおける知識の統合メカニズムに関する一考察—『境
界』固定化の罠をめぐって」、研究・技術計画学会、第 22 回年次学術大会、2007 年 10 月 
・坂本 剛・永田 晃也、「地域における産学連携コミュニティ形成過程に関する考察—九州大
学知的財産本部の活動を事例として」、研究・技術計画学会、第 22 回年次学術大会、2007 年
10 月 
・永田 晃也・篠崎 香織、「石油化学企業における独立研究開発拠点の機能」、文部科学省科
学研究費補助金特定領域研究「日本の技術革新」第 3回国際シンポジウム」、2007 年 12 月 
・大西 宏一郎・永田 晃也・長谷川 光一、「発明補償制度と訴訟リスク、企業戦略に関する
分析」、日本経済学会秋季大会、2007 年 9 月 
・近藤 正幸、「特許 1件当たり請求項数に関する分析」、研究・技術計画学会、第 22 回年次学
術大会講演要旨集、2007 年 10 月 
・Masayuki Kondo、 Scientific Performance of Japan’s Science and Technology Basic Plans、 




・近藤 正幸、日本の特許 請求項数 増やす戦略を、日経産業新聞、2008 年 3月 7 日。 
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(3)第 1 調査研究グループ 
研究課題 1 
ポストドクター等の実態に関する調査研究 















 平成 17年度、18 年度に引き続き、文部科学省科学技術・学術政策局基盤政策課（以下、
基盤政策課）と連携して、我が国のポストドクター等の雇用状況を属性別に調査（悉皆）















 我が国のポストドクターの約 1 割を抽出し、彼らの研究環境、キャリア選択の特徴、意
識などを把握するためにインターネットアンケートを実施した。 
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 平成 18年度調査結果は、平成 19年 7月に調査資料として公刊。平成 19年度調査は、調
査票の回収作業を行っており、平成 20年 8月に公刊する。 
・ポストドクター終了後のキャリアパスに関する調査 
 調査結果を平成 19 年 11 月に調査資料として公刊。 
・ポストドクターのキャリア選択と意識に関する調査（インタビュー調査） 
 調査結果を平成 20 年 1月に調査資料として公刊。 
(2) ポストドクター等若手研究人材の育成・支援に向けた調査（新規） 
・ポストドクターの生活意識および研究活動実態に関する調査（インターネット調査） 








[1] 三須 敏幸、下村 智子、袰岩 晶、佐藤 真輔、「大学・公的研究機関等におけるポスト
ドクター等の雇用状況調査 －平成 18年度調査―」 調査資料-137（平成 19 年 6 月公刊） 
[2] 袰岩 晶、三須 敏幸、下村 智子、佐藤 真輔、「ポストドクター進路動向 8機関調査」 
調査資料-148（平成 19年 11 月公刊） 
[3] 三須 敏幸、佐藤 真輔、「ポストドクター等のキャリア選択と意識に関する考察」 調査
資料-152（平成 20年 1月公刊） 
(3)第 1 調査研究グループ 


































[1] 21st Pacific Science Congress（2007 年 6月、沖縄）において、研究成果の一部を発表。 
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研究課題 3 
我が国の研究者の流動性に関する調査 
















 本調査研究は、2006 年 2 月より文部科学省調査調整課と連携して実施している調査であり、
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研究課題 4 
国立大学法人等及び公的研究機関の財務及び業務の実績に関する調査 
治部 眞里、安髙 志穂 
 
1．調査研究の目的 
 平成 16年 4月、国立大学等が法人化し、それまでよりも、自律的かつ柔軟な研究運営が可能

















 第 3 期科学技術基本計画の「科学技術システム改革」に関する項の中でも筆頭に掲げられ
ている「個々の人材が活きる環境の形成」のための取組について、国立大学法人等における
第 3 期科学技術基本計画開始前後の取組状況を、各国立大学法人等により公開されている平
成 16事業年度・平成 17事業年度・平成 18事業年度の業務実績報告書の記載から整理した。 
 
3．進捗状況 
 (1)に関しては、2007 年 7 月及び 2008 年 1 月に報告書を公表した。 






[1] 「国立大学法人の財務分析」調査資料 150（2008 年 1 月公刊） 
[2] 「国立大学法人等の個々の人材が活きる環境の形成に向けた取組状況」調査資料 153（2008
年 3 月公刊） 
(3)第 1 調査研究グループ 
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その他の活動 
「外部講演」について 
・佐藤 真輔（第 1調査研究グループ 総括上席研究官） 




・治部 眞里（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
「GIES2007」事務局（2007.6.29/30） 
"Supporting Policies for Female Researchers in Japan", The 1st Korea-China-Japan Women 
Leaders Forum for Science and Technology（2008.2.28） 
「GIES2008」事務局及び総合討論ラポルトゥール（2008.3.13-14） 
「量子脳力学の話:場の量子論による脳機能の解析」臨床 MR 脳機能研究会特別講演 
（2007.3.15） 
Foreign Researchers in Japan OECD/CSTP/NESTI Berlin（2006.5.28） 
Toward a new set of methodological guidelines Japanese Perspectives, Berlin 
（2006.5.28） 
「明日に向かって－私と科学の出会い」広島県立広島国泰寺高校（2006.6.14） 
「2025 年、あなたは何をしていますか」岡山理科大学 女子中高生理系 進路選択支援事業
（2006.12.16） 
「Foreign Researchers in Japan」The 7th East Aisan STS Conference East Asian Innovation 
and Human Resources（2007.1.14） 
International Mobility of HRST and the Japan's Innovation System（2007.1.14） 
 
・三須 敏幸（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
「科学技術政策研究所におけるポストドクター等の実態に関する調査について」キャリアデ
ザイン研究会、於 国立教育政策研究所（2007.4.20） 
「ポストドクター等の実態に関する調査研究」男女共同参画学協会連絡会、於 東京大学  








岡山 ESD プロジェクトにおける ESD 教材作成相談役 2006.9～ 
北海道大学 男女共同参画委員会女性研究者支援室員（招聘教員）2006.10～ 
(3)第 1 調査研究グループ 
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・三須 敏幸（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
九州大学「キャリア多様化・若手研究者活躍プラン事業」に係る評価委員会委員    2007.3 
～ 
日本物理学会・人材活用委員会 アドバイザー 2008.1 ～ 
 
「国際貢献」について 
・治部 眞里（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
経済協力開発機構科学技術政策委員会科学技術指標専門家会合博士号取得者のキャリアに関
する調査専門家グループ （2005.6-）；OECD/CSTP/NESTI Expert group on Surveys on Careers 








・治部 眞里（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
治部眞里他著 「クローバル・イノベーション・エコシステムの構築に向けて」 オプトロ
ニクス No.38 pp132-138 2007 
治部眞里他著 「JST ReaDにおける研究者流動性に関する考察」 情報管理 Vol.70  No.7 
pp437-445 
Mari Jibu etc., "Towards Global Innovation Ecosystem" Asia Pacific Tech Monitor, 
Sep-Oct. 2007 
治部眞里他著 特集「グローバル･イノベーション･エコシステムの構築にむけて-第 1部クロ
ーバル･イノベーション・エコシステムとは」「第 2部―国際会議 GIES2006」「第 3部―GIES2007
から GIES2008 に向けて」ESTRELA12 月号 pp24-45 統計情報研究開発センター 
 
・三須 敏幸（第 1調査研究グループ 上席研究官） 
Toshiyuki Misu and Akira Horoiwa, "Japanese postdocs seek their path", Nature Vol. 451, 
p.742 (2008) 
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(4)第 2 調査研究グループ 
研究課題 1 
科学技術の公衆理解に関する研究 II 
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研究課題 2 
先端科学技術の社会的ガバナンスシステム構築のための調査研究 









 (1) 生命倫理問題の諸要素の分析検討から、構築すべきシステムの枠組みを検討する。 












(4)第 2 調査研究グループ 
 
- 50 - 
研究課題 3 
科学技術の社会への浸透に関する調査 
























[1] 「インターネットを利用した科学技術に関する意識調査の試み」Discussion Paper No.45（2008
年 1 月公刊） 
(4)第 2 調査研究グループ 
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5.論文公表等の研究活動 
[1] 中村 征樹 科学技術社会論学会シンポジウム「科学研究における「不正」の構造」企画、
全体説明および司会、2007 年 6月 2日、お茶の水女子大学   
[2] 中村 征樹 「科学技術社会論学会 2007 年初夏シンポジウム「科学研究における「不正」
の構造」、『生命倫理科学ニュースレター』、Vol.3、2007 年 9 月、3頁 
[3] Masaki Nakamura "Responsible Science in the Making: Communication among/beyond 
Scientific Community," Applied Ethics: The Second International Conference in Sapporo, 
Hokkaido University, Sapporo, 2007 年 11 月 22-25 日 
[4] 中村 征樹 「研究倫理をめぐる国内外の現状と課題」、グローバル COE プログラム「実践
的化学知」教育研究拠点、第１回研究倫理セミナー「研究倫理の現状と課題」、早稲田大学大久
保キャンパス、2008 年 2月 29 日 
(4)第 2 調査研究グループ 
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(5)第 3 調査研究グループ 
研究課題 1 
イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究 
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ーションがもたらした経済効果を計量した。具体的には、1960年代の鉄鋼産業を事例として、
































 「イノベーション測定手法の開発に向けた調査研究（NISTEP REPORT No.111）」を公表。 
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研究課題 2 
大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査 





























・「平成 19 年度大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」（調査資料-157）を 2008 年 8
月に公表。 
・上記報告書の内容に基づいて、書籍（「アカデミック・イノベーション 産学連携とスタート
アップス創造」白桃書房（共著））を 2008 年秋に出版予定。 
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研究課題 3 
地域イノベーションの事例調査（地域クラスターセミナーの開催） 
















（1）第 27回（2007 年 10 月 10 日（水）開催） 
テーマ：知的クラスター事業の新たな展開  
講 師：佐伯 浩治氏（文部科学省 科学技術・学術政策局 科学技術・学術戦略官） 
（2）第 28回（2007 年 12 月 19 日（水）開催） 
テーマ：東海ものづくり創生プロジェクトを中心とする東海地域の産業クラスタープロジ
ェクトについて  
講 師：加藤  淳氏（中部経済産業局新規事業課長） 
    加藤 隆幸氏（株式会社豊田中央研究所主席技師） 
（3）第 29回（2008 年 2月 22 日（金）開催） 
テーマ 1：日本における地域イノベーションの可能性と課題  
講 師：松原 宏 氏（東京大学大学院総合文化研究科教授・科学技術政策研究所客員研究
官）  
テーマ 2：地理的近接性に着目した共同出願特許ネットワーク分析  
講 師：井上 寛康氏（同志社大学ＩＴＥＣ特別研究員） 
 
4.特記事項 
 第 1 回地域クラスターセミナーは「カナダの地域クラスター開発」をテーマとし、2003 年 1
月 31 日に開催した。 
 
 
(5)第 3 調査研究グループ 
 

































 また、25 のテーマを設定し、調査・分析の結果を「レポート」としてとりまとめた。 
 これらの成果を月刊「科学技術動向」誌の発行という形で、文部科学省、総合科学技術会議、
在京大使館、民間企業、マスコミ等に対して情報提供を行うとともに、Web 上において一般公
開した。併せて、「レポート」の英訳を掲載した「Science & Technology Trends-Quarterly Review」
誌を年 4 回発行し、海外関連機関、在外大使館等にも情報提供し、Web 上において海外へも公
開した。この他、文部科学省、総合科学技術会議からの求めに応じて、適宜、各種の資料を提
供した。 
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○学会活動等 
・奥和田久美、研究・技術計画学会 非常任理事 2007.10.1～2009.9.30 
5.論文公表等の研究・教育活動 
[1] 月刊「科学技術動向」誌 2007 年 4 月号～2008 年 3 月号 





[5] 奥和田久美，“Open Innovation in Recent Government Decision in Japan - The future image 
of Japan shown in long-term innovation guidelines -, Asia Pacific Tech Monitor, Sep-Oct 
2007 
[6] 奥和田久美，“The 8th S&T Foresight Program and “Innovation 25” in Japan              
- focusing on ICT field –”、IITA ICT R&D International Symposium 講演（Korea,2007.10） 
[7] 奥和田久美，“The 8th S&T Foresight Program and “Innovation 25” in Japan              
- focusing on ICT field –”、MOT Workshop 講演, HOSEO University（Korea,2007.11） 
[8] 奥和田久美、「2025 年に目指すべき社会の姿 -「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検
討-」、(社)政府資料等普及調査会月例研究会講演（2007.9） 














- 61 - 
研究課題 1-1 
ライフサイエンス・医療分野の基盤的な動向に関する調査研究 
伊藤 裕子、石井 加代子、重茂 浩美、 
大須賀 壮（客員研究官）、勝木 元也（客員研究官）、金澤 一郎（客員研究官）、 
鈴木 宏昭（客員研究官）、鷲見 芳彦（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 

















 国内現地調査・インタビューを約 40 件実施し、のべ 60 人以上の専門調査員および大学等
の研究者と面談した。その成果は下記の通りである。 
(2) キーパーソンへのインタビュー、所内講演による科学技術情報の収集・分析 
 1 件の所内講演会を実施した。 
・日米の医薬品承認システム比較～日本の先端医学の臨床研究の発展のために～（京都大学






・2007 年 8 月号「今後求められる臨床研究者像と大学院における人材育成の試み」（伊藤） 
・2008 年 2 月号「ニュートラスーティカルに関する研究動向」（鷲見） 
 
(6)科学技術動向研究センター 
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○トピックス（10件） 
・2007 年 5 月号 インドと中国の伝統的薬草医学に関する科学技術推進（石井） 
・2007 年 7 月号 米国で遺伝子情報による差別禁止法案が成立の方向へ（伊藤） 
・2007 年 8 月号 国際的な公衆衛生上の危機に対処する保健規則が発効（重茂） 
・2007 年 10 月号 単為生殖という新しい研究領域で大きな進展（伊藤） 
・2007 年 10 月号 職能技能育成に標的を合わせた英国の科学技術行政改革（石井） 
・2007 年 11 月号 欧州で進む人文科学分野の文献データベース構築（石井） 
・2007 年 12 月号 ヒトインフルエンザウイルスの易感染性要因の実験的証明（重茂） 
・2007 年 12 月号 大学発のがん治療薬の研究成果に医師主導治験を実施（伊藤） 
・2008 年 2 月号 多様な生物種の間の相関関係網に注目した生態系理解（石井） 




・伊藤 裕子、（財）化学技術戦略推進機構「医療専門部会」委員（2006 年 8 月～2007 年 6
月） 
・伊藤 裕子、政策研究大学院大学 ライフサイエンス政策研究プロジェクト TR 推進上の
課題等に関する研究会 委員（2006 年 2 月～ ） 
○学会活動等 





術総合研究所主催講演会（2007 年 9 月 27 日）（招待講演） 
[2] 伊藤裕子、光盛史郎、藤井章博、塩谷景一、金間大介、桑原輝隆「分野別 R&D マネジメン
トの研究―科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査より―」第 22 回年次学
術大会 研究・技術計画学会（2007 年 10 月、東京） 
[3] 伊藤裕子「基礎研究の社会的効果を知るための手法の検討」第 22 回年次学術大会 研究・
技術計画学会（2007 年 10 月、東京） 
[4] 石井加代子、竹内寛爾、河本 洋「2025 年に目指すべき社会の姿－『脳科学』の進展によ
る生活者の活動支援に向けて」第 22回年次学術大会 研究・技術計画学会（2007 年 10 月、東
京） 
[5] 石井加代子「日本の“ライフサイエンス”とはどのような学問であり得るか」第 22 回年次
学術大会 研究・技術計画学会（2007 年 10 月、東京） 
[6] 重茂浩美、伊藤裕子、金間大介、長谷川光一「2025 年に目指すべき社会の姿－生涯健康の
時代に向けて」第 22 回年次学術大会 研究・技術計画学会（2007 年 10 月、東京） 
[7] 重茂 浩美「動物実験に関する国際的な管理体制とこれからの実験実施体制について－長
(6)科学技術動向研究センター 
- 63 - 
期飼育霊長類に対する福祉的配慮をふまえて－」第 16回サル類疾病国際ワークショップ（2007
年 12 月 7日、つくば）（招待講演） 
[8] 重茂 浩美、重茂 克彦「ライフサイエンスにおける動物実験の動向―実験動物使用数調





本数学教育学会誌 第 90巻第 1号 2-11（2008） 
(6)科学技術動向研究センター 
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研究課題 1-2 
情報通信分野の基盤的な動向に関する調査研究 
市口 恒雄（2007 年 9 月より）、勝山 俊夫（2007 年 8 月まで）、野村  稔、藤井 章博、 
竹内 寛爾（2007 年 9 月まで常勤、10 月より客員研究官）、 
小笠原 敦（客員研究官）、黒川 利明（客員研究官）、坂村  健（客員研究官）、 
中野 幸紀（客員研究官）、中村 哲（2007 年 11 月より客員研究官）、 
林   晋（客員研究官）、日高 一義（客員研究官）、山田  肇（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 



























所）講演録 No.213  
 
(6)科学技術動向研究センター 
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・2007 年 8 月「省電力化を目指したナノＩＣＴの研究開発」（中村道治/(株)日立製作所）講
演録 No.215  
・2007 年 11 月「超電導デバイスを用いた極限情報処理とその開発戦略」 
（田中昭二、日高睦夫/超電導工学研究所） 





・2007 年 4 月号 「組織を超えたコミュニケーションのためのオントロジー技術」（黒川） 
・2007 年 8月号 「ユビキタスネット社会のコンテキストアウェアネス技術研究の動向と課
題」（藤井） 
・2007 年 9月号「IT を基盤としたインドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き」
（竹内、野村） 
・2007 年 10 月号 「欧州におけるペタスケールコンピューティングの動向」（野村） 
 
○トピックス（16報（ノーベル賞紹介を含む）） 
・2007 年 4月号 「次世代スーパーコンピュータ施設の建設地として神戸市を選定」（野村） 
・2007 年 5 月号 「CMOS 技術による 160 ギガビット/秒の光チップセット」（竹内） 
・2007 年 6 月号 「ICT 産業の国際競争力の強化に向けたユビキタス特区の創設」（野村） 
・2007 年 6 月号 「量子コンピューターの演算基本回路を固体素子で初めて実現」（勝山） 
・2007 年 7 月号 「携帯可能な光トポグラフィ技術を開発」（竹内） 
・2007 年 7 月号 「インドに初めて外国公立大学が進出」（竹内） 
・2007 年 8 月号 「米国の大規模次世代ネットワーク研究の実施プランが公開された」（藤
井） 
・2007 年 9 月号 「ナノスケールで世界最高の光閉じ込め効率をもつ光共振機器を実現」（勝
山） 
・2007 年 10 月号 「2007 年ノーベル賞 (2)物理学賞 紹介」（市口） 
・2007 年 11 月号 「高速不揮発性スピン RAM の進展」（市口） 
・2007 年 12 月号 「高性能スーパーコンピュータ導入国のグローバル化」（野村） 
・2008 年 1 月号 「空気中で光の軌跡が曲がる現象を初めて観測」（市口） 
・2008 年 2 月号 「米国のテレビ電波を用いたブロードバンド通信の公開テスト」（市口） 
・2008 年 3 月号 「広島大学発の回路シミュレーション用モデルが国際標準に」（野村） 
・2008 年 3月号 「サルの脳情報を日米間で双方向伝送しロボット歩行として再現」（竹内） 
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4.論文公表・学会発表等の研究活動 
・Akihiro FUJII；"Network Analysis on Foresight Documents”, Annual Conf. Western Decision 
Science Institute, April, 2007 Denver, USA,  
・Akihiro FUJII；“Multi-methodology Foresight Survey for Ubiquitous Pervasive Computing”, 
Proc. International Symposium of Professional Innovation & Management, June 2007, 
Warsaw, Poland 
・竹内寛爾、野村稔；JEITA 半導体部会半導体産業専門委員会 講演； 「IT を基盤としたイン
ドの産業発展と知識型社会を目指した人材育成の動き」；2008 年 1 月 22 日 
・石井加代子、竹内寛爾、河本洋；「2025 年に目指すべき社会の姿─『脳科学』の進展による
生活者の活動支援に向けて」、研究技術・計画学会第 22回年次学術大会；2007 年 10 月 28日 
・竹内寛爾、野村稔；「インドの産業発展に向けた知識の創出と活用の動き」、研究技術・計画
学会 第 22回年次学術大会；2007 年 10 月 28 日 
・竹内寛爾、関根誠、藤村修三；「車載半導体にみる産業間の技術に対する考え方の相違」、研
究技術・計画学会 第 22回年次学術大会；2007 年 10 月 28 日 
・河尻耕太郎、前田征児、竹内寛爾、金間大介；「日本漫画産業の特異点「ときわ荘」における
事例分析─コンテンツ産業における人材集積拠点形成メカニズムへの示唆─」、研究技術・計
画学会 第 22 回年次学術大会；2007 年 10 月 28 日 
・野村稔、藤井章博、福島宏和、小松正和；「2025 年に目指すべき社会の姿─生活インフラとし
ての情報環境（ユビキタス成熟社会）の実現に向けて」、研究技術・計画学会第 22 回年次学
術大会；2007 年 10 月 28 日 
・野村稔；「アナログ技術の動向と人材育成の重要性の考察」、研究技術・計画学会第 22 回年次
学術大会、2007 年 10 月 28 日 
・坂本眞一郎、山田智子、藤井章博；「科学技術予測調査文書データベースの視覚的分析」、日
本情報経営学会年次学術大会；2007 年 11 月 
・山田智子、富樫 敦、藤井章博；「科学技術政策を対象とした技術予測調査文書の計量的分析 
 」、情報処理学会；2008 年 3月 
 
5.特記事項（学会など所外研究活動） 
藤井博章：研究・技術計画学会 平成 20年度シンポジウム実行副委員長（2008 年 1 月より） 
(6)科学技術動向研究センター 
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研究課題 1-3 
環境・エネルギー分野の基盤的な動向に関する調査研究 
浦島 邦子、前田 征児、藤本 博也（2007 年 10 月から)、荻  宏美（2008 年 1 月まで)、 
持田  勲（客員研究官）、新田 裕史（客員研究官）、植弘 崇嗣（客員研究官）、 
松原 美之（客員研究官）、渡辺 隆夫（客員研究官）、川本 克也（客員研究官）、 
日引  聡（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 



















・2007 年 6月 19 日「最近の節水技術開発について」㈱INAX 総合技術研究所 創造技術研究
室 井須紀文氏 
・2007 年 9 月 27 日「近代西洋文明の終焉」 ㈱堀場製作所 最高顧問 堀場雅夫氏 
・2007 年 10 月 9 日「Wales における水素エネルギーと燃料電池の取り組み」  Glamorgan 
University Hydrogen Research Unit   Prof. Jon Maddy 




ー分野が求める人材像を浮き彫りすることを目的として、2007 年 6月 29 日～7月 9日の期間
で専門家ネットワークを活用した電子会議「エネルギー関連の人材状況について」を開催し、
(6)科学技術動向研究センター 
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・2007 年 4 月 安全安心な社会構築に忘れてはならない雷害リスク対策（浦島） 
・2007 年 6 月 エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究開発動向（前田） 
・2007 年 9 月 消防防災に関する科学技術動向 －消防防災領域でのイノベーションを目指
して－（松原、浦島） 
・2007 年 11 月 身近にある水の現状と課題（浦島） 
・2007 年 12 月 循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術（川本） 
・2008 年 1 月 地球変動予測を意識した 21世紀の海洋観測（滝沢） 
・2008 年 3 月 地球温暖化問題に対するサステナビリティサイエンスの研究動向（前田、日
引） 
○トピックス（13報） 
・2007 年 4 月[1] 英国が産学官共同の Energy Technologies Institute を設立 
・2007 年 6 月[1] 熱伝導性と環境を考慮した筐体用バイオプラスチックを開発 
・2007 年 7 月[1] アルカリ土壌でも育つ遺伝子組換えイネ、[2]暖房用水循環に界面活性剤
を利用して 65%の省エネを達成 
・2007 年 8 月[1] 佐賀大の海水淡水化技術が海外で実証実験 
・2007 年 9 月[1] イオンビームによって大気浄化能が向上した植物育種の開発 
・2007 年 10 月[1] 地下のメタンハイドレート層から減圧法によるメタン産出に成功 
・2007 年 11 月[1] イオン液体を用いた廃プラスチックリサイクル方法の開発、[2]係留可能
な浮体型波力発電の実証実験が国内外で進展中 
・2007 年 12 月[1] 国連環境計画（UNEP）が地球環境資源の過剰消費状況を警告、[2]欧米に
おける第二世代バイオ燃料の研究開発体制 
・2008 年 1 月[1] 地熱を利用した二酸化炭素の安定的貯留法 





・2007 年 5 月 イノベーション 25-未来を科学でクリエイトする、鳥取大学主催 
・2007 年 6 月 未来を科学する–俯瞰的予測調査とイノベーション 25、八戸工業大学主催 
・2007 年 8 月 『エネルギー関連人材調査』についての中間報告、総合科学技術会議基本政
策推進専門調査会分野別推進戦略総合ＰＴエネルギーＰＴ会合（第 4回）、内閣府主催 
・2007 年 9 月 イノベーション 25 にむけての調査-環境とエネルギーを中心として-、表面
処理協会主催 
・2007 年 9 月 電気エネルギーと地球環境、パネリスト、電気学会主催 
(6)科学技術動向研究センター 
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・2007 年 10 月 エネルギー教育、葛巻小学校、いわてエネルギー環境教育ネットワーク主
催 
・2007 年 11 月 環境問題と大学の役割、パネリスト、キャンパスイノベーションセンター
主催 
・2007 年 11 月 理系の人が常識として知っておきたいこと－イノベーション 25と科学技術
政策、広島工業大学主催 
・2007 年 11 月 科学技術政策とイノベーション 25、大阪大学工学部主催 
・2007 年 12 月 『エネルギー関連人材調査』についての中間報告 2、総合科学技術会議基本
政策推進専門調査会分野別推進戦略総合ＰＴエネルギーＰＴ会合（第 5回）、内閣府主催 
・2007 年 12 月 科学技術政策とエネルギーと環境、日本大学生産工学部主催 
・2008 年 2 月 誤解と先入観をとく-環境とエネルギーの最近の話題から、青森エネルギー
環境研究会主催 
前田 




・2007 年 8 月 プラズマ環境国際会議（フランス領ポリネシア） 
・2007 年 10 月 台湾科学技術院（台湾） 
・2008 年 3 月 INTERNATIONAL ENGINEERING RESEARCH CONFERENCE2008、University of San 




・内閣府 総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 分野別推進戦略総合 PT エネルギ
ーPT会合第 4回、第 5回での成果報告  
前田 






・IEEE DEIS, EHD 委員会 運営秘書（2000～） 















・「寄附講座で講演会」、電気新聞、2008 年 1 月 21 日 








・2007 年 10 月 「2025 年に目指すべき社会の姿－地球規模の環境問題の克服と世界との共生
に向けて」、研究計画学会、第 22 回年次学術大会、東京 
・2008 年 3 月 「Comprehensive Analysis of Science and Technology Benchmarking and ・
Foresighting for Environment and Energy」、静電気学会、東京 
前田 
・2007 年 8月 「バイオ燃料に関する科学技術政策動向－諸外国との比較バイオ燃料」、日本
エネルギー学会夏季大会、2007 年 8 月 3 日、福岡 
・2007 年 10 月 「2025 年に目指すべき社会の姿─安全で持続可能な都市の実現に向けて」、
研究計画学会、第 22 回年次学術大会、東京 
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研究課題 1-4 
ナノテクノロジー・材料分野の基盤的な動向に関する調査研究 
河本  洋、金間 大介、 
生駒 俊之（客員研究官）、多田 国之（客員研究官）、竹村 誠洋（客員研究官）、 
林  和弘（客員研究官）、 
 
1.調査研究の目的 




















・演題：「海底希少金属資源の開発と我が国の戦略」（2007 年 7 月 3 日開催） 
講師：浦辺徹郎氏 東京大学大学院 理学系研究科 地球惑星科学専攻 教授 
・演題：「学会の未来：存在意義と変革を予見させる新しい研究者コミュニケーション活動」 
 （2007 年 10 月 30 日開催） 
(ⅰ)「web 時代の学会の未来を探る～電子ジャーナル化で見えるパラダイムシフト～」 
講師：林和弘氏 日本化学会学術情報部課長、客員研究官 
(ⅱ)「研究者用 SNS（略称 UCEE）の紹介～科学技術創造立国を担う人材育成のために～」 
講師：名取幸和氏 バイオシンクタンク社代表取締役社長、東京工業大学 特任教授  
(ⅲ)「レガシー学会不要論～インターネット時代の学会の矛盾とビジネスモデル～」 
講師：北野宏明氏 特定非営利活動法人 システム・バイオロジー研究機構会長 
・演題：「英国ウェールズの次世代太陽電池開発と普及の取り組み」（2008 年 2月 25 日開催） 
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・2007 年 5 月号：「日本のナノテク競争力分析－懸念される競争力低下とナノシステム化へ
の挑戦－」（金間大介、近藤章夫（第 1研究グループ）） 
・2007 年 7 月号：「固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向―鍵となる電解質の研究開発
の視点から―」（河本 洋） 
・2007 年 10 月号：「希少金属資源に関する我が国の採るべき方策」（河本 洋） 
・2008 年 1 月号：「高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向」（金間大介、河本 洋） 
・2008 年 3 月号：「ナノテクノロジーの社会受容に関する取り組み」（竹村誠洋・客員研究官） 
○トピックス（8報） 
・2007年 4月号：「高い水素吸蔵量を有して廉価で量産できるナノ多孔質ポリマー」（河本 洋） 
・2007 年 6 月号：「高強度で伸縮性に富むナノクレイ複合ポリウレタン」（河本 洋） 
・2007 年 6 月号：「米国物理学会でグラフェンに関する発表件数が急増」（多田国之・客員研
究官） 
・2007 年 9 月号：「ナノ結晶化を応用した多孔質シリコン分離膜の特性向上」（河本 洋） 
・2007 年 12 月号：「白金触媒を用いないヒドラジン燃料電池で高出力密度を達成」（河本 洋） 
・2008 年 1 月号：「ポリロタキサンゲルの化粧品としての実用化検討」（多田国之・客員研究
官） 
・2008 年 3 月号：「新系統の高温超伝導物質の発見」（市口恒雄（情報通信ユニット）） 
・2008 年 3 月号：「クラックの自己治癒機能を有するコンクリート材料の開発」（池田一壽（推
進分野ユニット）） 
○Quarterly Review（5テーマ） 
・2007 年 4 月号：“EU Nanoroadmap: Issues and Outlook for Technology Roadmaps in the 
Nanotechnology Field”（金間大介） 
・2007 年 7 月号：“Trends in Electronic Scientific, Technical, and Medical Journals - 
The Research Information Gathering Environment and Business Innovation – ”（林 和
弘・客員研究官） 
・2007 年 7 月号：“Development Trend for High Purity Silicon Raw Material Technologies 
- expecting innovative silicon manufacturing processes for solar cell applications 
–”（河本 洋） 
・2007 年 10 月号：“Analysis of Japan's Nanotechnology Competitiveness - Concern for 
Declining Competitiveness and Challenges for Nano-systematization - ”（金間大介） 
・2008 年 1 月号：“Research and Development Trends in Solid Oxide Fuel Cell Materials 
- From the Viewpoint of Electrolyte-Related R&D as Key - ”（河本 洋） 
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4.特記事項 
○非常勤講師 
・河本 洋：名城大学（2007 年 3 月～2008 年 3 月） 
○他機関との連携 
・河本 洋，（社）日本ファインセラミックス協会「ISO 幹事国業務促進事業」委員会・委員 
・河本 洋，ISO/TC206-WG40 “Fine ceramics —Test method for thermal shock resistance 







・河本 洋，（社）日本ファインセラミックス協会 JIS 原案作成「ファインセラミックスー
アルミ溶湯用窒化珪素部品の特性及び等級分類」委員会・委員 
○学会活動等 
・河本 洋，日本材料学会 信頼性工学部門委員会・委員 






料の開発・加工技術と信頼評価」，2007 年 4月． 
[2] 金間大介ほか，「パテントマップを用いた大学発特許の可視化プロジェクト-東北大学の事
例-」，日本知財学会第 5回年次学術研究発表会，2007 年 6 月． 
[3] 金間大介ほか，「知財学の形成プロセス：日本知財学会における一般発表の分析」，日本知
財学会第 5回年次学術研究発表会，2007 年 6 月． 
[4] 金間大介ほか，「大学発パテントマップの作成と産学連携に関する分析」，産学連携学会第
5回大会，2007 年 6月． 
[5] 河本 洋，「自動車部材の強度と信頼性設計評価技術」，㈱日本テクノセンター主催セミナ
ー，招待講演，2007 年 7月． 
[6] 金間大介ほか，「特許出願から見た東北大学の知的貢献分析」，研究・技術計画学会第 22 回
年次学術大会，2007 年 10 月． 
[7] 金間大介ほか，「日本のナノテク競争力分析(Ⅰ)日本のナノテクは本当に強いのか」，研究・
技術計画学会第 22回年次学術大会，2007 年 10 月． 
[8] 金間大介ほか，「日本のナノテク競争力分析(Ⅱ)日米ナノテクベンチャーの比較」，研究・
技術計画学会第 22回年次学術大会，2007 年 10 月． 
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[9] 金間大介，「過去における企業から見た公的研究活動の評価」，研究・技術計画学会第 22 回
年次学術大会，2007 年 10 月． 
[10]河本 洋，「自動車部材の強度･信頼性設計評価技術」，㈱ＴＨ企画 セミナーセンター主催
セミナー，招待講演，2007 年 10 月． 
[11]河本 洋，「「自動車部材の強度と信頼性保証」」，㈱技術情報協会主催セミナー，招待講演，
2007 年 10 月． 
[12]河本 洋，「「イノベーション 25」－2025 年に目指すべき社会の姿－に関する調査について」，
（社）日本材料学会・信頼性工学部門委員会，招待講演，2007 年 11 月． 
[13]金間大介ほか，「The Limitations of the Technology Roadmap and Importance of New 
Management Tools in Science-based Innovation」，IEEE the International Conference on 
Industrial Engineering and Engineering Management，2007 年 12 月． 
[14]河本 洋，「技術者倫理：安全で安心な社会のために何が技術者に期待されているか―自動
車の視点から―」，大分大学工学部，招待講演，2007 年 12 月． 
[15]河本 洋，「自動車樹脂材料の研究開発動向」，㈱技術情報協会刊行書籍「自動車樹脂材料
の高機能化技術集」，2008 年 3月． 
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研究課題 1-5 
推進分野の基盤的な動向に関する調査研究 
塩谷 景一、池田 一壽、清水 貴史、 
工藤 君明（客員研究官）、臼田裕一郎（客員研究官）、 
長坂 俊成（客員研究官）、高井 英造（客員研究官） 
 
1.調査研究の目的 



















  講師：東京農工大学大学大学院技術経営研究科長 教授  吉川 勇二氏 
「日本力の源泉を創るには：ものづくり科学の英知と人財が産業競争力をもたらす」 
  講師：大阪大学大学院工学研究科長 教授  豊田 政男氏  
「総括コメント」  
  講師：三菱電機エンジニアリング株式会社 社長 尾形 仁士氏 
（2007 年 10 月 3 日実施） 
・「深海科学技術の展望」  
「自律型海中ロボットが開く海中の扉」 
  講師：東京大学生産技術研究所 教授  浦 環氏 
「潜水船によって可能となる中・深層のゼラチン質プランクトン類の研究」 
  講師：北里大学水産学部講師  三宅 裕氏志氏 
「有人潜水船を使った深海教育の試み」 
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講師：作家  藤崎 慎吾氏 
(3) 調査結果は、月刊「科学技術動向」誌のレポート、及びトピックスとして取りまとめた。 
○レポート（6テーマ） 
・2007 年 5 月号  道路構造物のストックマネジメントのための技術動向（池田） 
・2007 年 7 月号  製造技術の強さを支えるものづくり計測の研究開発のあり方（塩谷） 
・2007 年 9 月号  海外における深海有人潜水船の開発動向と我が国の進むべき道 
・2007 年 11 月号 アジアにおける防災衛星システムの構築と国際協力の推進（清水） 
・2007 年 12 月号  災害リスクガバナンスに基づく防災研究の新たな課題（長坂） 
・2008 年 2 月号  防災・減災のための情報通信システムの相互運用（臼田） 
○トピックス（22報） 
・2006 年 4 月号  地震時の損傷を軽減できる鉄筋コンクリート梁の実現（池田） 
・2007 年 5 月号  入眠予兆検知によって居眠り運転が防止できる座席シート（池田） 
・2007 年 5 月号  中国の航行測位サービスの提供計画（清水） 
・2007 年 6 月号  都市部のトンネル補助工法に圧縮空気を活用し安全性を確保（池田） 
・2007 年 6 月号  欧州連合及び欧州宇宙機関、初の共同宇宙政策を承認（清水） 
・2007 年 7 月号  大規模な傘型噴煙形成の様子を 3次元で再現することに成功（池田） 
・2007 年 8 月号  プレートによるマントル深部への水輸送メカニズムを実証（池田） 
・2007 年 8 月号  大型月面望遠鏡を目指したイオン液体への金属膜被覆技術（清水） 
・2007 年 9 月号  宇宙線ミューオンによる火山体内部の透視イメージング（池田） 
・2007 年 9 月号  ボスポラス海峡横断トンネルの世界最深度での函体水圧接合（池田） 
・2007 年 10 月号 船舶からの低温排熱ガスエネルギーを変換し船内電源として活用 
 （池田） 
・2007 年 10 月号 北極の海氷減少に対応して周辺各国の調査活動が活発化（工藤） 
・2007 年 11 月号  ホウ素と水素による各特性を活用した中性子遮蔽コンクリートの開発 
 （池田） 
・2007 年 11 月号 巨大地震の解明に動き始めた地球深部探査船「ちきゅう」（工藤） 
・2007 年 11 月号 日米Ｘ線天文衛星、高エネルギー宇宙線生成の謎解明に貢献（清水） 
・2007 年 12 月号 東海地震の震源と見なされるアスペリティ 4ヶ所を特定（池田） 
・2007 年 12 月号 月周回衛星「かぐや」による月の裏側の重力場の直接観測（清水） 
・2008 年 1 月号  3 次元可視化診断によるコンクリート構造物の非破壊検査（池田） 
・2008 年 1 月号  太陽観測衛星「ひので」によるコロナ加熱問題の解明（清水） 
・2008 年 2 月号  「竜巻注意情報」を日本でも提供開始（池田） 
・2008 年 3 月号  クラックの自己治癒機能を有するコンクリート材料の開発（池田） 




 ・塩谷 景一，大阪大学（2007 年 4月～2007 年 9 月） 
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ー」，イタリア大使館 ワークショップ招聘講演，2007 年 6 月． 
[2] 塩谷 景一，「第 3期科学技術基本計画「ものづくり技術分野」推進戦略における生産シス
テム」，日本機械学会生産システム部門講演，2007 年 7 月．  
[3] 塩谷 景一，「ものづくりに関する科学技術政策と研究開発のあり方」，生産学術連合会議 
基調講演 2007 年 7 月．  
[4] 塩谷 景一，「第 3期科学技術基本計画「ものづくり技術分野」推進のあり方－人と環境に
配慮した生産システムの研究開発」，ＡＯＰ最適価値経営にもとづく次世代モノづくりシステム
専門委員会 招聘講演，製造科学技術センター（経済産業省 所轄機関）2007 年 9 月．  
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 図表 1 に、3 大学の中で先行して進められた東北大学の調査結果を示す。結果的に、1993
年～2004 年（公開年）の間における東北大学関連特許は、合計 3,627 件が抽出された。また、























 図表 2 に、「合金・材料領域」のパテントマップを示す。同領域の日本全体の特許出願は
4422 件であり、図表 2 のパテントマップは、この 4422 件の関係を、特許明細に含まれる技
術用語の類似度によってクラスター化して示している。同領域に属する東北大学関連特許は、
200 件であった。 
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 薄グレー ；0％＝クラスター内の東北大学関連特許比率 
 グレー ；0％＜クラスター内の東北大学関連特許比率≦50％ 
 濃グレー ；50％＜クラスター内の東北大学関連特許比率 
 















事例-」，日本知財学会第 5回年次学術研究発表会，2007 年 6 月． 
[2] 金間 大介ほか，「知財学の形成プロセス：日本知財学会における一般発表の分析」，日本
知財学会第 5回年次学術研究発表会，2007 年 6月． 
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[3] 金間 大介ほか，「大学発パテントマップの作成と産学連携に関する分析」，産学連携学会
第 5回大会，2007 年 6月． 
[4] 金間 大介ほか，「-大学関連特許の総合調査（Ⅰ）-特許出願から見た東北大学の知的貢献
分析」，調査資料-147，2007 年 9 月． 
[5] 金間 大介ほか，「特許出願から見た東北大学の知的貢献分析」，研究・技術計画学会第 22
回年次学術大会，2007 年 10 月． 
[6] 金間 大介，「過去における企業から見た公的研究活動の評価」，研究・技術計画学会第 22
回年次学術大会，2007 年 10 月． 
[7] 金間 大介ほか，「A Study on University Patent Portfolio: Portfolio of patent 
application from Tohoku University」，The Second International Conference on Micro 











- 82 - 
(7)科学技術基盤調査研究室 
研究課題 1 
第 5 版科学技術指標のフォローアップ 
神田由美子、蛯原 弘子、富澤 宏之 
 
1.調査研究の目的 

















 平成 18年度末までに得られた新たなデータを収集・加工し、それに基づき、第 5版科学技術
指標を参照した本文（解説）を付与したものを平成 18年 7月に調査資料-140 として発行した。
また、調査資料-140 の要旨の英語版を作成中であり、平成 20 年 5 月頃に発行予定である。 
 今後は、次年度 5月末を目途にデータ更新と編集作業を行い、平成 20年 6 月頃に「科学技術
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研究課題 2 
科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査） 
科学技術基盤調査研究室：伊神 正貫、蛯原 弘子、今田  順 
















 重点推進 4 分野と推進 4 分野をあわせた 8 分野の状況の変化、および分野別の戦略重点科
学技術への取り組み状況を把握する。 
 これまでに、調査設計（2005 年度）、第 1回調査（2006 年度）を実施した。2007 年度は第





 第 1回定点調査報告書を NISTEP レポートとして 07年 10 月に公表した。これと並行して、第
2 回調査の調査票作成を行い、9 月～11 月にかけてアンケート調査を実施した。また、定点調
査委員会からの要望を受け、「若手人材の質」と「競争的研究資金の使いやすさ」について詳細
に問う追加調査を 11 月～12 月に実施した。 
 08 年 01 月に定点調査委員会を開催し、そこでの議論を踏まえて報告書作成を進め、3月末に
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5.論文公表等の研究活動 
[1]「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査）」全体概要版（NISTEP REPORT No. 104） 
[2]「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査」（NISTEP REPORT 
No. 105） 
[3]「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査」（NISTEP REPORT No. 106） 
[4] 伊藤裕子、光盛史郎、藤井章博、塩谷景一、金間大介、桑原輝隆「分野別 R&D マネジメン
トの研究―科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査より―」第 22 回年次学
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研究課題 3 
大学等における科学技術・学術活動実態調査 
石橋 英二、富澤 宏之 
 
1.調査研究の目的 







 本調査は 2006 年度から毎年 1 回定期的に実施することとしており、2007 年度は第 2 回目の
調査となる。 










 2007 年 6 月 22 日付けで全国の大学等への調査協力依頼を行い、8月 1日を期限として調査を
実施した。大学から収集したデータは、文部科学省及び内閣府に提供するとともに、分析結果




 1) 2007 年度調査から、紙媒体による調査からインターネットによる調査に変更した。 
 2) 調査項目は、文部科学省の関係部局と協議し策定した。 
 3) 文部科学省、総合科学技術会議等に対して、関連する具体的資料を提供した。 
 4) 国立大学及び大学共同利用機関の各機関のデータを公表した。 
 
5.論文公表等の研究活動 
[1] 「大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」（大学実態調査 2007）（調査資料‐149） 
(7)科学技術基盤調査研究室 
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研究課題 5 
論文データベースを用いた国際的な研究動向の定量分析 
阪  彩香、伊神 正貫、桑原 輝隆 
 
1．調査研究の目的 




















 サイエンスマップ 2006 では、2001 年から 2006 年までの 6年間に発行された論文の中で、各
年、各分野（臨床医学、植物・動物学、化学、物理学など 22 分野）の被引用数が上位 1％であ
る高被引用度論文（約 5万件）を用いた。これら高被引用度論文に対して、「共引用」を用いた
グループ化を 2段階（論文→リサーチフロント→研究領域）行なった。687 研究領域が得られ、
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○サイエンスマップから見える日本、米国、中国の活動状況 
 サイエンスマップ上に、各国の論文比率などの情報を付加することで、各国の活動状況が
可視化できる。サイエンスマップ 2006 で抽出された 124 注目研究領域における日本の平均シ








 NISTEP のサイエンスマップは国際的にも認知されつつある。サイエンスマップ 2004 の結果




[1] 桑原 輝隆、「サイエンスマップ 2004-データベース分析（1999-2004 年）による注目され
る研究領域の動向調査-」、自民党リニアコライダー国際研究所設立推進議員連盟, 2007.5.17、
東京 
[2] Ayaka SAKA and Masatsura IGAMI, “Mapping Modern Science Using Co-citation Analysis”, 
11th International Conference on Information Visualisation, 2007.7.4-2007.7.6 
[3] 阪  彩香、「サイエンスマップ 2004 -科学の潮流を俯瞰的に捉える挑戦-」、第 6 回 生
命科学と社会のコミュニケーション研究会 「科学と社会の関係を考える－科学計量学の視点か
ら」、2007.7.28、京都 
[4] 阪  彩香、「サイエンスマップ 2004 -リサーチフロントを用いて科学を俯瞰する試み-」、
学術シンポジウム Honoring Excellence in Emerging Japanese Research Fronts 日本の優れた
リサーチフロントを称えて、2007.9.19、東京 
[5] Ayaka SAKA , “Japan and International Research And Innovation Policies-Basic 
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研究課題 6 
論文データベースの整備および科学計量学的分析 
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ス分析」研究・技術計画学会 第 22 回年次学術大会, 2007.10.27-28、東京 
[3] 桑原輝隆、阪彩香、「欧州各国の科学ポテンシャルの状況と日本との論文共著関係の強さ-
論文データベースによる分析-」研究・技術計画学会 第 22 回年次学術大会, 2007.10.27-28、
東京 
[4] 桑原輝隆、阪彩香、「主要国の研究システムのビブリオメトリックス比較分析-研究者数及
び上位研究機関への集中度-」研究・技術計画学会 第 22 回年次学術大会, 2007.10.27-28、東
京 
[5] 伊神正貫、「ナノテクノロジー関連特許出願のマッピング、引用関係を用いた技術群の同定





[8] Capturing nanotechnology’s current state of development via analysis of patents, 
Conference on Patent Statistics for Policy Decision Making, Venice (Italy), 2-3 October 
2007 
[9] Capturing nanotechnology’s current state of development via analysis of patents, 
Working Party on Nanotechnology, Project A: Statistics and measurement, Workshop on 
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6. 他機関との連携 
國谷  実（所長） 
 ・埼玉県科学技術会議委員                 2007.6.1 ～ 2007.7.17 
 
木村  良（所長） 
 ・(財)新技術振興渡辺記念会「科学技術振興課題審査委員会」委員 
                              2007.9.1～2008.10.31（予定） 
桑原 輝隆（総務研究官） 
 ・(独)科学技術振興機構「アジア科学技術フォーラム等推進委員会」委員 
                              2005.8.23～2008.3.31 
 ・研究・技術計画学会 編集理事              2005.12.19～2007.9.30 
 ・東京工業大学統合研究院ソリューション研究機構イノベーションシステム研究センター 
  「研究諮問委員会」委員                 2005.12.28～2007.11.30 
 ・APEC  center for Technology Foresight 国際諮問委員   2006.10～2008.12（予定） 
 ・科学技術・学術政策局「科学技術・学術審議会(国際委員会)」臨時委員 
                              2007.3.12～2009.1.31（予定） 
 ・政策研究大学院大学 客員教授              2007.4.1～2008.3.31 
 ・早稲田大学 客員教授                  2007.4.1～2008.3.31 
 ・(独)日本学術振興会「大学国際化戦略委員会」委員     2007.4.1～2009.3.31（予定） 
 ・研究・技術計画学会 評議員               2007.11.21～2009.9.30（予定） 
 ・研究・技術計画学会 編集委員              2007.12.28～2009.9.30（予定） 
 
手代木祐一（総務課長補佐） 
 ・科学技術・学術政策局「随意契約審査会」審査委員 2006.10.13～ 
  
近藤 章夫（第 1研究グループ研究員） 
 ・明治学院大学 非常勤講師                2007.4.1～2008.3.31 
 ・(財)九州経済調査協会「東アジア半導体クラスター研究会」委員 
                              2007.4.25～2008.3.31 
 
上野  彰（第 2研究グループ） 
 ・(独)理化学研究所 客員研究官              2007.9.25～2009.3.31 
 
長谷川光一（第 2研究グループ研究員） 
 ・吉備国際大学 非常勤講師                2007.4.1～2007.9.20 
 
大西宏一郎（第 2研究グループ研究員） 
 ・神奈川大学 非常勤講師                 2007.4.1～2008.3.31 
6.他機関との連携 
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細坪 護挙（第 2研究グループ研究員） 
 ・㈱野村総研 経産省委託事業「サービス産業の成長可能性に関する調査研究における 
  ワーキンググループ」委員                2007.12.14～2008.3.31 
 
治部 眞里（第 1調査研究グループ上席研究官） 
 ・ノートルダム清心学園「スーパーサイエンスハイスクール運営指導委員会」委員 
                              2007.4.1～2008.3.31 
 ・岡山市「持続可能な開発のための教育(ESD)教材作成プロジェクト」相談役     
                              2006.9.15～2008.3.31 
 ・北海道大学「男女共同参画委員会女性研究者支援室」招聘教員 
                              2007.4.18～2008.3.31 
 
三須 敏幸（第 1調査研究グループ上席研究官） 
 ・九州大学キャリア多様化・若手研究者活躍プラン事業に係る評価委員会委員 
                              2007.3.1～2009.3.31（予定） 
 
三浦有紀子（第 1調査研究グループ上席研究官） 
 ・山梨大学教育研究開発センター 非常勤講師        2007.6.1～2008.3.31 
 
東田 尚子（第 2調査研究グループ上席研究官） 
 ・立正大学 非常勤講師                  2007.4.1～2008.3.31 
 
中村 征樹（第 2調査研究グループ研究官） 
 ・お茶の水女子大学 化学・生物総合管理の再教育講座」推進委員会委員 
                              2007.4.1～2008.3.31 
 
渡邊 康正（第 3調査研究グループ総括上席研究官） 
 ・(独)科学技術振興機構「産学官連携ジャーナル」編集委員  2006.6.1～2008.3.31 
 ・科学技術・学術政策局 地域科学技術施策専門委員     2006.11.8～ 
 ・(独)科学技術振興機構「JST イノベーションプラザ及び JST イノベーションサテライト 
  評価委員会」委員                    2007.12.20～2009.3.31（予定） 
 
三橋 浩志（第 3調査研究グループ上席研究官） 
 ・高崎経済大学 非常勤講師                2007.4.20～2007.8.5 
   
鈴木  均（第 3調査研究グループ上席研究官） 
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奥和田久美（科学技術動向研究センター長） 
 ・北陸先端科学技術大学院大学 客員教授          2007.4.1～2008.3.31 
 
渡辺 政隆（科学技術動向研究センター上席研究官） 
 ・内閣府 日本学術会議「科学と社会委員会 科学力増進分科会科学技術リテラシー小委員会」 
  委員                          2006.12.6～2008.3.31 
 ・奈良先端科学技術大学院大学 非常勤講師         2007.4.1～2008.3.31 
 ・和歌山大学 客員教授                  2007.4.1～2008.3.31 
 ・日本大学 非常勤講師                  2007.4.1～2008.3.31 
 ・国立教育政策研究所「重要政策課題への機動的対応の推進」広報部会委員 
                              2007.4.10～2008.3.31 
 ・国立教育政策研究所「重要政策課題への機動的対応の推進」企画推進委員 
                              2007.4.16～2008.3.31 
 ・国立教育政策研究所「重要政策課題への機動的対応の推進」人間科学・社会科学部会委員 
                              2007.4.16～2008.3.31 
 ・国立教育政策研究所「重要政策課題への機動的対応の推進」生命科学部会委員 
                              2007.4.16～2008.3.31 
 ・(独)科学技術振興機構「サイエンスアゴラ実行委員会」委員 2007.6.1～2008.3.31 
 ・(独)科学技術振興機構「サイエンスアゴラ実行委員会公募企画審査分科会」主査 
                              2007.6.1～2008.3.31 
 
浦島 邦子（科学技術動向研究センター上席研究官） 
 ・八戸工業大学「青森エネルギー環境教育研究会」委員    2007.4.1～2008.3.31 
 ・同志社大学 嘱託講師                  2007.10.1～2008.3.31 
 
光盛 史郎（科学技術動向研究センター上席研究官） 
 ・新潟医療福祉大学 客員研究官              2006.10.1～2009.9.30（予定） 
 
伊藤 裕子（科学技術動向研究センター主任研究官） 
 ・(財)化学技術戦略推進機構「医療専門部会」委員      2006.8.15～2007.6.30 
 ・研究・技術計画学会 業務理事              2006.12.18～2008.9.30(予定） 
 
藤井 章博（科学技術動向研究センター主任研究官） 
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(2)資料の収集整理等 
 調査研究に資するため、外国雑誌 34誌、国内雑誌 29誌を定期購読した。 
 雑誌以外の現在の政策研資料は以下のとおり。 
政策研登録図書 2,535 冊 
・政策研内図書 1,610 冊（うち、政策研成果物 1,194 冊） 






ニュース（222 号から 233 号（月刊）まで）」を作成し発行した。 
そのうち、メールで発行をお知らせしている件数が年報で 75 件、政策研ニュースで 81 件であ
り、郵送その他で直接発行と同時に送っている件数は年報で 558 件、政策研ニュースで 683 件
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8. 研究交流 
(1)国際研究協力（覚書の締結） 
 1．全米科学財団（NSF） <米国> （1989.1.5） 
 2．マサチューセッツ工科大学（MIT） <米国> （1989.6.8） 
 3．フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所（ISI）<独国> 
 （1990.2.5/2010.12.31） 
 4．科学技術政策研究院（STEPI） <韓国> （1993.3.8/2008.11.30） 
 5．マンチェスター大学工学・科学技術政策研究所（PREST） ＜英国＞ 
 （1993.10.1/2009.8.31） 
 6．ジョージ・メイソン大学公共政策研究所 ＜米国＞ （1993.12.28/2009.6.19） 
 7. 国家科学技術部科学技術促進発展中心（NRCSTD） ＜中国＞ （1994.1.18/2009.7.31） 
 8．青少年・国民教育・研究省技術局及び研究局（旧研究技術総局） <仏国> （1994.5.20） 
 9．ワシントン大学ボセル校 ＜米国＞ （1999.1.1/2008.3.31） 
10．ジョージア工科大学 ＜米国＞ （1999.7.1/2009.8.31） 
11．スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA） ＜スウェーデン＞ 
 （2000.6.15/2009.10.31） 
12．ノースカロライナ大学チャペルヒル校 ＜米国＞ （2000.9.1） 
13．フィンランド科学庁（TEKES）・フィンランド科学アカデミー <フィンランド> 
 （2001.10.15/2008.5.31） 
14．科学院政策管理研究所 <中国> （2005.6.28/2008.6.27） 
15．韓国科学技術評価・企画院（KISTEP） <韓国> （2004.12.9/2007.12.8） 
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(2)国際会議への出席等の海外出張 








 5．AAAS 年次フォーラム参加（米国） 
（出張者：光盛科学技術動向研究センター上席研究官，2007.5.1～5.6） 
 6．第 2回サイエンスカフェ国際会議参加（英国） 
（出張者：中村第 2調査研究グループ研究官，2007.5.10～5.15） 
 7．第 32回 APEC 産業科学技術部会参加（ロシア） 
（出張者：伊藤科学技術動向研究センター主任研究官，2007.5.14～5.17） 
 8．日中韓科学技術政策セミナー2007 参加（韓国） 
（出張者：国谷所長，2007.5.15～5.17） 






































（出張者：Woolgar 第 2研究グループ研究員，2007.9.24～10.6） 
27．欧州特許庁「特許政策に関する国際会議」参加（伊国） 
（出張者：鈴木第 3調査研究グループ客員研究官，2007.9.30～10.6） 
28．Patent Statistics for Policy Decision Marking 参加（伊国） 
（出張者：伊神科学技術基盤調査研究室主任研究官，2007.10.1～10.5） 
29．Society for Social Studies of Science 参加（カナダ） 
（出張者：石井科学技術動向研究センター主任研究官，2007.10.8～10.16） 
30．Training workshop and International Seminar 2007 における研修講師（台湾） 
（出張者：奥和田科学技術動向研究センター長，2007.10.21～10.24） 
31．Training workshop and International Seminar 2007 における研修講師（台湾） 
（出張者：横尾科学技術動向研究センター上席研究官，2007.10.21～10.24） 
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加（仏国） 
（出張者：伊地知第 1研究グループ客員研究官，2007.11.12～11.16） 
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（出張者：阪科学技術基盤調査研究室研究員，2008.2.14～2.19） 



















64．PCARRD 訪問及び IERC 国際会議論文発表・揚州大学訪問及び環境省訪問（フィリピン、中
国） 
（出張者：浦島科学技術動向研究センター上席研究官，2008.3.11～3.20） 
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(3)海外の研究者等の訪問 
 2007. 4. 5 Seo Haeng-a：韓国 KISTEP 研究開発社会福祉評価チーム準研究員 
 2007. 4.23 Lennart Stenberg：スウェーデン・イノベーションシステム庁（VINNOVA）国際協
力・分析担当相談役 




 2007. 6.25～ 6.29 Prayoon Shiowattana：タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）副所長 
Ladawan Krasachol：NSTDA 企画予算部長 
Roodgthip Kwantean：NSTDA 企画部長、エビプログラムマネージャー 
 2007. 7. 2 Dirk Pilat：経済協力開発機構（OECD）科学技術産業局科学技術政策課長 
 2007. 7. 5 Johannes Loschnigg：米国元下院科学委員会航空宇宙小委員会スタッフ・ディレ
クター 
 2007. 7. 9 Mario Sergio Salerno：ブラジルサンパウロ大学教授 
Idenilza Moreira de Miranda：ブラジルサンパウロ大学 
近田 亮平：アジア経済研究所研究員 
石田 善康：ブラジル大使館通商部" 
 2007. 7.18 Linda Butler：オーストラリア国立大学研究社会科学学部研究評価方針プロジェ
クト長 
 2007. 9. 4 Gerald M. Stokes：バテルジャパン代表取締役兼 CEO 
芹澤  実：事業戦略技術マーケティング副社長 
 2007. 9. 4 胡  紅亮：中国科学技術信息研究所副主任 
安  暁梅：同高級工程師 
程  如烟：同副研究員 
杜  艶艶：同服研究員 
龔  春紅：同研究実習生 
 2007. 9.18 張  建一：台湾経済研究院研究二所副所長 
王  仁甫：同研究二所助理研究員 
林  怡君：同研究二所助理研究員 
杜  以芳：同研究二所助理研究員 
劉  柏立：同東京事務所所長 
 2007.10. 2 Hon. Prof. Tissa Vitarana：スリランカ科学･技術大臣 
Srimali Fernando：スリランカ科学･技術大臣顧問 
Ms. Chamari Rodrigo：スリランカ大使館一等書記官 
Ms. Hitomi Watanabe：スリランカ大使館通訳 














 2007.10. 9 Jonathan Maddy：英国国立グラモーガン大学水素研究ユニット研究員 
 2007.10. 9 Kenneth H.L.Ho：オーストラリア政府国際教育機構次長 
 2007.10. 9 フィンランド TEKES 所長：TEKES 日本 
 2007.10.12 Terentiev Vasiliy：在日ロシア連邦通商代表部代理 
Silnitsky Alexander：同通商代表部専門家 
Suvorov Mikhail：同通商代表部科学技術顧問 
 2007.12.12 Sing-Kil, Lee：韓国情報通信研究振興院（IITA）研究者 
 2008. 1.11 Daniel Vitry：フランス高等教育・研究省、評価未来局局長 
 2008. 1.23 Chris Pook：駐日英国大使館科学技術参事官 
 2008. 2.25 Stuart J. C. Irvine ：英国国立ウェールズ大学バンガー校教授 
 2008. 2.26 Philippe de Taxis du Poёt：EU 駐日欧州委員会代表部科学技術担当一等参事官 
木村 彰：科学技術担当官 
 2008. 2.27 Patricio Bernal：ユネスコ IOC 事務総長 
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9. 研究成果・研究発表 
(1)研究成果 







①No.137 「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査―平成 18 年度調査―」 
②No.139 「国立大学法人等の財務状況」 













⑪No.148 「ポストドクター進路動向 8 機関調査文部科学省『科学技術関係人材のキャリアパ
ス多様化促進事業』平成 18 年度採択 8機関に対する調査」 








①No. 44 「Moor's Law, Increasing Complexity and Limits of Organization: 
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(2)講演会の開催 
2007. 4.12 高橋  宏：（独）科学技術振興機構主監（プログラムディレクター） 
「研究費会計制度の日米比較」 
2007. 5.25 George Heaton：米国 TPI・弁護士（TPI マネージングパートナー） 
Christopher Hill：同ジョージ・メイソン大学副学長 
Patrick Windham：同コンサルタント兼スタンフォード大学講師 
「U.S. Research Institutes: Their Environment and Management」 
2007. 5.25 永田 晃也：第 2研究グループ客員総括主任研究官 
上野  彰：同主任研究官 
金子 直哉：日本総合研究所創発戦略センター上席主任研究員 
「米国の世界トップクラス拠点調査の成果報告」 
2007. 6. 1 渡邊 康正：第 3調査研究グループ総括上席研究官 
三橋 浩志：同上席研究官 
「イノベーションの測定に向けた基礎的調査」の成果報告 
2007. 6. 6 川上 浩司：京都大学大学院医学研究科教授（薬剤疫学分野） 
「日米の医薬品承認システム比較～日本の先端医学の臨床研究の発展のために～」 
2007. 6. 7 斎藤 尚樹：宇宙航空研究開発機構バンコク駐在員事務所長 
「アジアにおける新時代の宇宙利用協力戦略～『アジア宇宙大航海時代』の新た
な技術覇権競争：災害対応と小型衛星協力をモチーフとして」 
2007. 6.27 Prayoon Shiowattana：タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）副所長 
「タイの科学技術開発：タイ国家科学技術開発機構（NSTDA）の果す役割」 
2007. 7. 3 浦辺 徹郎：東京大学大学院 理学系研究科地球惑星科学専攻教授 
「海底希少金属資源の開発と我が国の戦略」 
2007. 7. 5 Johannes Loschnigg：元米下院科学委員会航空宇宙小委員会スタッフ・ディレクター 
「科学技術と米国議会： 地球科学と気候変動に関連する最近のトピック」 
2007. 7.18 Linda Butler：オーストラリア国立大学研究社会科学学部研究評価方針プロジェクト長 
「政策策定における文献計量学（ビブリオメトリクス）の活用：豪州政府のための応用」 
2007. 7.24 山内 康英：多摩大学情報社会学研究所教授・所長代理 
「ネットワーク社会のリスクと脅威－東アジアの国際関係の視点から－」 
2007. 7.27 福島 真人：東京大学大学院総合文化研究科准教授 
「質的、民族誌的研究入門－その背景、実践、科学・医療研究への応用」 
2007. 8.20 中村  哲：(株)国際電気通信基礎技術研究所取締役、音声言語コミュニケーシ
ョン研究所長 
「音声翻訳技術の現状と今後の展開」 
2007. 8.22 中村 道治：(株)日立製作所 フェロー 
「省電力化を目指したナノ ICT の研究開発」 
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2007. 9.27 堀場 雅夫：(株)堀場製作所最高顧問 
「近代西洋文明の終焉」 
2007.10. 3 古川 勇二：東京農工大学大学院技術経営研究科長、日本学術会議会員 
豊田 政男：大阪大学大学院工学研究科長、日本学術会議連携会員 
「科学的ものづくりの必然―技術進展から観た次世代の展望―」 
2007.10. 9 Jonathan Maddy：英国国立グラモーガン大学水素研究ユニット研究員 
「持続可能社会に向けた英国政府の次世代自動車研究開発プログラムの最新動向」 
2007.10.10 蛯原 弘子：科学技術基盤調査研究室研究官 
伊藤裕子：科学技術動向研究センター主任研究官 
「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査）」 
2007.10.23 高橋  宏：(独)科学技術振興機構 主監（プログラムディレクター） 
石橋 一郎：(独)科学技術振興機構 企画評価部会計担当主査 
「研究費会計制度の日米比較続編―柔軟な研究費会計制度を可能にしている米国
の予算制度とその実現を達成してきた米国の取組」 
2007.10.25 下村 和生：国際 HFSP 推進機構事務局次長 
「ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム（HFSP）について」 
2007.10.30 林  和弘：日本化学会学術情報部課長、科学技術政策研究所客員研究官 
名取 幸和：バイオシンクタンク社代表取締役社長、東京工業大学特任教授 
北野 宏明：特定非営利活動法人 システム・バイオロジー研究機構会長 
「学会の未来：存在意義と変革を予見させる新しい研究者コミュニケーション活動」 
2007.11. 6 ジェラルド・ストークス：バテルジャパン(株)代表取締役社長 
「ビジネスイノベーション」 






2007.11.14 「NSF（National Science Foundation：米国国立科学財団）の近況」 
Machi Dilworth：NSF 東京事務所長 
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兼松 泰男：大阪大学先端科学イノベーションセンターVBL 部門教授 
「キャリアパス多様化促進事業－大阪大学の取組みと展望」 
2007.11.21 田中 昭二：(財)国際超電導産業技術研究センター超電導工学研究所長 
日高 睦夫：(財)国際超電導産業技術研究センター超電導工学研究所室長 
「超電導デバイスを用いた極限情報処理とその開発戦略」 
2007.12.14 Wim VANHAVEBEKE：ベルギー ハッサート（Hasselt）大学教授 
「新パラダイム模索のためのオープンイノベーション」 




 2007.10.10 佐伯 浩治：文部科学省科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官 
「知的クラスター事業の新たな展開」 
 2007.12.19 加藤  淳：中部経済産業局新規事業課長 
       加藤 隆幸：株式会社豊田中央研究所主席技師 
「東海ものづくり創生プロジェクトを中心とする東海地域の産業クラスタープロ
ジェクトについて」 
 2008. 2.22 松原  宏：東京大学大学院総合文化研究科教授、 
             科学技術政策研究所客員研究官 
       「日本における地域イノベーションの可能性と課題」 
井上 寛康：同志社大学 ITEC 特別研究員 
「地理的近接性に着目した共同出願特許ネットワーク分析」 
2008. 1.23 Chris Pook：駐日英国大使館科学技術参事官 
「英国の科学・イノベーション政策の最近の動向」 
2008. 2.25 Stuart J. C. Irvine：英国国立ウェールズ大学バンガー校教授 
「英国ウェールズの次世代太陽電池開発と普及の取組み」 
2008. 2.26 Philippe de Taxis du Poët：EU 駐日欧州委員会代表部一等参事官科学技術部長 
「EUの研究技術革新領域―ヨーロッパのグローバル化への先導役として」 
      ツノダ フミコ：株式会社ウエーブプラネット代表 
「『心の豊かさ』時代の社会ニーズを探る―マーケティングに学ぶ社会ニーズの把
握法と科学技術への期待―」 
2008. 2.27 Patricio Bernal：ユネスコ IOC 事務総長 
「気候変動に関する最新動向―国際的な動向を踏まえて―」 
2008.3. 6 「米国大学における研究資金配分の分析―「選択と集中」再考」 
小林 信一：筑波大学大学院ビジネス科学研究科（大学研究センター）教授 
2008. 3.27 「独フラウンホーファー研究所： 組織と財政」 
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(4)調査研究成果紹介記事 
1）NISTEP Report No.100 「サイエンスマップ 2004- 論文データベース分析（1999 年から 2004 年）
による注目される研究領域の動向調査 -科学技術の中長期的発展に関する俯瞰的予測調査」 
○2007 年 5 月 15 日付 日本経済新聞 
「基礎研究、強みはナノテク」  
○2007 年 6 月 22 日付 朝日新聞 
「物理・ナノテク研究は世界をリード 日本、「環境」「宇宙」が手薄」  
2）NISTEP Report No.101 「2025 年に目指すべき社会の姿- 「科学技術の俯瞰的予測調査」
に基づく検討 -忘れられた科学―数学～主要国の数学研究を取り巻く状況及び我が国の科学
における数学の必要性～」 




○2007 年 9 月 12 日付 日経産業新聞 
「ＴＬＯ法契機に特許出願活発化」  
○2007 年 9 月 14 日付 フジサンケイビジネスアイ 
「知財に大きな貢献 東北大 関連特許、年 200 件以上」 
○2007 年 9 月 28 日付 朝日新聞 
「大学の特許急増 実は見せかけ？」 
4）NISTEP Report No.106 「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査 
（分野別定点調査 2006）」 
○2007 年 11 月 2 日付 日経産業新聞 
「2001 年比の研究時間 「減った」6割超す」 
○2007 年 11 月 2 日付 日刊工業新聞 
「人材育成・確保が急務」 「人材育成策を即座に講じよう」 
○2007 年 11 月 2 日付 フジサンケイビジネスアイ 
「基礎研究の人材確保急務」  
○2007 年 11 月 5 日付 朝日新聞 
「科学の重点政策「効果なし」 進まぬ人材育成」 
○2007 年 11 月 23 日付 毎日新聞 
「第一線の 1200 人危機感あらわ「研究者の質低下」」 




 桑原輝隆、研究・技術計画学会 第 1回学会賞受賞 
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 （第 3調査研究グループ，1994.8） 
  <No. 36> 「日本の技術輸出の実態（平成 4年度）」 
 （第 3調査研究グループ，1994.11） 
  <No. 37> 「科学技術指標―日本の科学技術活動の体系的分析―（平成 6年版）」＊ 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，1995.1） 
  <No. 38> 「サイエンス&テクノロジーパークの開発動向に関する調査研究」 
 （第 2研究グループ，1995.2） 
  <No. 39> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 2回調査）」＊ 
 （第 4調査研究グループ，第 2研究グループ，1995.3） 
  <No. 40> 「生活関連科学技術課題に関する意識調査（中間報告）」 
 （生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム，1995.3） 
  <No. 41> 「日本の技術輸出の実態（平成 5年度）」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1995.12） 
  <No. 42> 「日独技術予測調査」 
 （技術予測調査研究チーム，1995.12） 
  <No. 43> 「日本企業の海外における研究開発のパフォーマンスに関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，1996.2） 
  <No. 44> 「女子の理工系専攻への進学における要因に関する調査研究」 
 （第 1調査研究グループ，1996.3） 
  <No. 45> 「生活関連科学技術課題に関する意識調査」 
 （生活関連科学技術政策調査研究プロジェクトチーム，1996.3） 
  <No. 46> 「外国技術導入の動向分析（平成 6年度）」 
 （情報分析課,1996.11） 
  <No. 47> 「日本の技術輸出の実態（平成 6年度）」 
 （第 3調査研究グループ，1996.11） 
  <No. 48> 「イノベーションの専有可能性と技術機会―サーベイデータによる日米比較研究
 ―」 
 （第 1研究グループ，1997.3） 
  <No. 49> 「先端科学技術動向調査（物質・材料系科学技術）」 
 （情報分析課，1997.6） 
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  <No. 51> 「地域科学技術指標策定に関する調査―地域技術革新のための科学技術資源計測
 の試み―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.3） 
  <No. 52> 「第 6回技術予測調査―わが国における技術発展の方向性に関する調査―」 
 （技術予測調査研究チーム，1997.6） 
  <No. 53> 「日本の技術輸出の実態―平成 7年度―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.7） 
  <No. 54> 「外国技術導入の動向分析―平成 7年度―」 
 （情報分析課，1997.11） 
  <No. 55> 「研究開発投資の活発な企業が求める高学歴研究者・技術者のキャリアニーズに
 関する調査研究」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1997.12） 
  <No. 56> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 3回調査）」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1997.12） 
  <No. 57> 「外国技術導入の動向分析―平成 8年度―」＊ 
 （情報分析課，1998.5） 
  <No. 58> 「日本の技術輸出の実態―平成 8年度―」 
 （情報分析課，1998.9） 
  <No. 59> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 4回調査）」 
 （第 3調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 60> 「我が国製造業の空間移動と地域産業の構造変化に関する研究」 
 （第 3調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 61> 「日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究」 
 （「ベンチャーと国際化の視点による新ビジネスモデルの創造」調査研究チーム，
 1999.3） 
  <No. 62> 「2010 年代の国民生活ニーズとこれに関連する科学技術」 
 （第 4調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 63> 「外国技術導入の動向分析（平成 9年度）」  
 （情報分析課，1999.4） 
  <No. 64> 「研究開発関連政策が及ぼす経済効果の定量的評価手法に関する調査（中間報
 告）」 
 （第 1研究グループ，1999.6） 
  <No. 65> 「日本の技術輸出の実態」（平成 9年度）  
 （情報分析課，2000.1） 
  <No. 66> 「科学技術指標―日本の科学技術活動の体系的分析―（平成 12年版）」 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2000.4） 
 「科学技術指標（平成 12年版）統計集（2001 年改訂版）」  
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2001.5） 
(1)研究実績 
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  <No. 67> 「加速器技術に関する先端動向調査（先端研究・先端医療を担う小型加速器開発
 の推進をめざして）」 
 （科学技術動向研究センター，2001.6） 
  <No. 68> 「外国技術導入の動向分析（平成 10 年度）」 
 （情報分析課，2001.2） 
  <No. 69> 「日本の技術輸出の実態」（平成 10年度） 
 （情報分析課，2001.2） 
  <No. 70> 「地域における科学技術振興に関する調査研究（第 5回調査）」 
 （第 3調査研究グループ，2001.7） 
  <No. 71> 「第 7回技術予測調査」＊ 
 （科学技術動向研究センター，2001.7） 
  <No. 72> 「科学技術に関する意識調査―2001 年 2～3月調査―」 
 （第 2調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 73> 「科学技術指標―日本の科学技術の体系的分析―平成 16 年度」 
 （科学技術指標プロジェクトチーム，2004.4） 
  <No. 74> 「基本計画の達成効果の評価のための調査―平成 15 年度における主な成果―」 
 （科学技術政策研究所，2004.5） 
  <No. 75> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 期間中の政府研究開発投資の内容分析 平成 15年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 76> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 において定量目標の明示された施策の達成状況 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 77> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要な科学技術関係人材育成関連プ
 ログラムの達成効果及び問題点 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 78> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要な産学官連携・地域イノベーショ
 ン振興の達成効果及び問題点 平成 15年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 79> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術研究のアウトプットの定量
 的及び定性的評価 平成 15 年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 80> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 科学技術振興による経済・社会・国民
 生活への寄与の定性的評価・分析 平成 15年度調査報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2004.5） 
  <No. 81> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 主要国における施策動向調査及び
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  <No. 82> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査 急速に発展しつつある研究領域
 調査平成 15 年度調査報告書」 
 （科学技術動向研究センター，2004.6） 
  <No. 83> 「基本計画の達成効果の評価のための調査 ―主な成果― 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 84> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 期間中の政府研究開発投資の内容分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 85> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：第 1 期及び第 2 期科学技術基本計画
 において定量目標の明示された施策の達成状況 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 86> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要な科学技術関係人材育成関連プロ
 グラムの達成効果及び問題点 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 87> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要な産学官連携・地域イノベーショ
 ン振興の達成効果及び問題点 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム， 2005.3） 
  <No. 88> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術研究のアウトプットの定量的
 及び定性的評価 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 89> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術振興による経済・社会・国民
 生活への寄与の定性的評価・分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム ，2005.3） 
  <No. 90> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：我が国の研究活動のベンチマーキング
 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 91> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：主要国における施策動向調査及び達
 成効果に係る国際比較分析 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 92> 「基本計画の達成効果の評価のための調査：科学技術人材の活動実態に関する日米
 比較分析 ―博士号取得者のキャリアパス― 報告書」 
 （基本計画レビュー調査チーム，2005.3） 
  <No. 93> 「国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査報告書（成果集）」 
 （科学技術政策研究所，(株)三菱総合研究所，2005.5） 
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  <No. 95> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査急速に発展しつつある研究領域調
 査―論文データベース分析から見る研究領域の動向―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 96> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査―注目科学技術領域の発展シナリ
 オ調査―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 97> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査デルファイ調査」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 98> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査―概要版―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No. 99> 「我が国における科学技術の現状と今後の発展の方向性―基本計画レビュー調査
 及び俯瞰的予測調査による分野・領域の総合的動向分析―」 
 （科学技術政策研究所，2005.5） 
  <No.100> 「サイエンスマップ 2004―論文データベース分析（1999 年から 2004 年）による注
 目される研究領域の動向調査―NISTEP REPORT No.95（2005 年）フォローアップ」 
 （科学技術動向研究センター，2007.3） 
  <No.101> 「2025 年に目指すべき社会の姿―「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討―」 
 （科学技術動向研究センター，2007.3） 
  <No.102> 「米国の世界トップクラス研究拠点調査報告書」 
 （科学技術政策研究所，(株)日本総合研究所，2007.3） 
  <No.103> 「イノベーションの測定に向けた基礎的研究」 
 （科学技術政策研究所，2007.3） 
  <No.104> 「科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査）全体概要版」 
 （科学技術政策研究所，2007.10） 
  <No.105> 「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技
 術システム定点調査 2006）報告書」 
 （科学技術政策研究所，2007.10） 





  <No.  1> 「先端科学技術と法的規制＜生命科学技術の規制を中心に＞」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1999.5） 
  <No.  2> 「ベンチャー・ビジネス；日本の課題」 
 （第 1研究グループ，1999.5） 
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 （第 1研究グループ，1999.5） 
  <No.  4> 「我が国のライフサイエンス分野における数量的分析～政策変遷，予算および論文
 生産の時間的推移をめぐって～」 
 （第 2研究グループ，1999.6） 
  <No.  5> 「科学技術政策コンセプトの進化プロセス」 
 （第 2研究グループ，2000.3） 
  <No.  6> 「IPO 企業とそうでない企業と」 
 （第 1研究グループ，2000.10） 
  <No.  7> 「アメリカのバイオエシックス・システム」 
 （第 2研究グループ，2001.2） 
  <No.  8> 「遺伝子科学技術の展開と法的諸問題」 
 （第 2調査研究グループ，2002.3） 
  <No.  9> 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2004.3） 
  <No. 10> 「臓器移植を事例とする科学技術の社会的ガバナンスの検討―中間的専門機関の
 重要性―」 
 （第 2調査研究グループ，2005.05） 
  <No. 11> 「科学技術の社会的ガバナンスにおいて専門職能集団が果たす自律的機能の検討
 ―医療の質を確保するドイツ医療職団体の機能から―」 
 （第 2調査研究グループ，2005.10） 





  <No.  1> 「ユーレカ計画の概要」 
 （第 3調査研究グループ，1989.4） 
  <No.  2> 「Outline of Science and Technology Activities in Japan」◎ 
 （第 3調査研究グループ，1989.5） 
  <No.  3> 「大学教官学位取得状況調べ（中間報告）」 
 （第 2調査研究グループ，1989.12） 
  <No.  4> 「日本の国家研究開発活動の変遷過程及びその特徴」 
 （尹 文渉[韓国科学技術院科学技術政策研究評価センター]，1990.3） 
  <No.  5> 「東アジア諸国の科学技術政策について」 
 （第 3調査研究グループ，1990.7） 
  <No.  6> 「新材料の開発・利用とその影響に関する調査研究報告」 
 （第 4調査研究グループ，1990.9） 
  <No.  7> 「未来競争力の強化  ―日本政府の基礎研究振興― Enhancing Future 
(1)研究実績 
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 Competitiveness「―The Japanese Government's Promotion of Basic Research
 ―」◎ 
 （Janice M. Cassidy 特別研究員，1990.10） 
  <No.  8> 「戦後日中科学技術発展状況比較研究」 
 （張 晶特別研究員，1991.1） 
  <No.  9> 「太陽活動と地球温暖化―地磁気活動を指標として―」 
 （第 4調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 10> 「科学技術政策史関連資料集」 
 （第 1調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 11> 「日本の基礎研究についての考察」 
 （張 晶特別研究員，1991.3） 
  <No. 12> 「我が国と海外諸国間における研究技術者交流統計図表集」 
 （第 2調査研究グループ，1991.3） 
  <No. 13> 「日本企業における基礎研究の定義及び日本企業における科学：予備的分析」＊ 
 （Diana Hicks 特別研究員，弘岡 正明（神戸大学），1991.9） 
  <No. 14> 「先端科学技術情報モニタリングシステム中間報告」 
 （第 2調査研究グループ，1991.9） 
  <No. 15> 「科学技術政策用語英訳集」 
 （第 1調査研究グループ，1991.10） 
  <No. 16> 「外国技術導入の動向分析―平成 2年度（1990 年度）―」 
 （情報システム課，1991.11） 
  <No. 17> 「日本における科学技術政策」◎ 
 （Peter Van der Staal 特別研究員，1992.2） 
  <No. 18> 「日本の超伝導産業における研究開発コンソーシアムと共同関係 Research and 
 Development Consortia and Cooperative Relationships in Japan's 
 Superconductivity Industry」◎ 
 （Gerald Hane 特別研究員，1991.12） 
  <No. 19> 「経験哲学から見た科学技術への取り組み」 
 （森本 盛客員研究官，1992.1） 
  <No. 20> 「自然科学系研究者のバックグラウンド及び活動状況に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，1992.2） 
  <No. 21> 「産業技術基盤を改善するための戦略 改進工業技術基礎的戦略 Strategy for 
 Improving Industrial Technological Bases」◎ 
 （何 翔皓特別研究員，1992.3） 
  <No. 22> 「共体験に基づく知識創造の循環プロセス―高炉操業エキスパート・システムの開
 発事例をめぐって―」 
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  <No. 23> 「広い空間と時間でとらえた科学技術とその政策目標」 
 （森本 盛客員研究官，1992.9） 
  <No. 24> 「自然科学系課程博士を増強する条件」 
 （第 1調査研究グループ，1992.11） 
  <No. 25> 「外国技術導入の動向分析―平成 3年度（1991 年度）―」 
 （情報システム課，1993.1） 
  <No. 26> 「我が国の技術貿易統計―収支統計の定量的検討の試み―」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1993.1） 
  <No. 27> 「研究開発費の国際比較における購買力平価の利用について」＊ 
 （第 3調査研究グループ，1992.12） 
  <No. 28> 「工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1992.12） 
  <No. 29> 「科学技術史観の認識論的基礎―知識創造と日本の技術革新・研究序説―」 
 （第 1研究グループ・第 2研究グループ，1993.2） 
  <No. 30> 「産業発展，地域開発及び地域政策形成の重要性の増大 ―日本における産業の
 普及及び発展の形態についての地域定量分析― Industrial Growth, Regional 
 Development and the Growing Importance of a Regionally Conscious Policy 
 Formation for Japan」◎ 
 （G.D Christoloukas 特別研究員，1993.2） 
  <No. 31> 「技術開発の多角化に関する計量分析」 
 （張 仲梁特別研究員，1993.3） 
  <No. 32> 「情報技術振興のための政府助成共同研究―日本の西欧への挑戦―Government-
 Sponsored Collaborative Research to Promote Information Technology : Japan's 
 Challenge to the West?」◎ 
 （Tim Ray 特別研究員，1993.3） 
  <No. 33> 「日本製造業における競争力の源泉―素材関連技術を中心とした一考察―」 
 （第 1研究グループ，1993.6） 
  <No. 34> 「日本企業における知の創造：競争優位の次元 Knowledge Creation in Japanese 
 Organizations : Building the Dimensions of Competitive Advantage」◎ 
 （第 1研究グループ，1993.9） 
  <No. 35> 「日本における政府研究機関」＊ 
 （第 1調査研究グループ，1993.10） 
  <No. 36> 「製品開発段階における技術知識の動態―『研究開発における知の構造と知の動態
 （1）』中間報告―」＊ 
 （第 1研究グループ，1994.3） 




- 120 - 
  <No. 38> 「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性―長官賞受賞者の特性を探る―」 
 （第 2調査研究グループ，1994.6） 
  <No. 39> 「外国技術導入の動向分析―平成 5年度―」 
 （情報システム課，1995.3） 
  <No. 40> 「韓国の電子産業における対日依存と今後の課題」 
 （具 本悌特別研究員，1995.4） 
  <No. 41> 「東南アジアの日系企業の活動状況」 
 （第 3調査研究グループ，1995.6） 
  <No. 42> 「数値解析による技術貿易契約期間の推定」 
 （第 3調査研究グループ，1995.6） 
  <No. 43> 「契約期間から技術貿易の構造を解析する」 
 （第 3調査研究グループ，1996.3） 
  <No. 44> 「技術進歩と経済成長―目標成長率達成のための必要研究開発投資の試算―」 
 （第 1研究グループ，1996.8） 
  <No. 45> 「パーソナルコンピュータの技術移転に関する調査研究」 
 （第 2調査研究グループ，1996.12） 
  <No. 46> 「自然科学系博士課程在学生数に関する調査分析」 
 （第 1調査研究グループ・第 1研究グループ，1997.2） 
  <No. 47> 「2010 年科学技術人材を考える」 
 （第 1調査研究グループ，1997.2） 
  <No. 48> 「韓・日両国における科学技術諮問・審議機構の比較」 
 （尹 大洙特別研究員，1997.5） 
  <No. 49> 「日本企業と仏国企業の研究開発マネジメントに関する比較調査研究」＊ 
 （第 2調査研究グループ，1997.5） 
  <No. 50> 「日中の技術移転に関する調査研究」 
 （情報分析課，第 3調査研究グループ，1997.6） 
  <No. 51> 「東アジア諸国のエネルギー消費と大気汚染対策―概況と事例研究―」 
 （第 4調査研究グループ，1997.6） 
  <No. 52> 「地域科学技術政策の現状と課題―地域科学技術政策研究会（平成 9 年 3 月 18，
 19 日）報告書―」 
 （第 3調査研究グループ，1997.10） 
  <No. 53> 「大学における新構想型学部に関する実態調査」 
 （第 1調査研究グループ，1998.4） 
  <No. 54> 「英国における研究評価―公的研究助成にみる評価"Value for Money"と
 "Selectivity"」 
 （第 2研究グループ，1998.5） 
  <No. 55> 「主要各国の科学技術関連組織の国際比較」 
 （第 2研究グループ，第 1研究グループ,1998.6） 
(1)研究実績 
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  <No. 56> 「地域科学技術政策研究会（平成 10 年 2 月 24，25 日）報告書―地域特性を生か
 した施策展開をどう進めるか―」 
 （第 3調査研究グループ，1998.7） 
  <No. 57> 「英国及びニュージーランドにおける国立試験研究機関の民営化について」 
 （企画課，1998.6） 
  <No. 58> 「テクノポリス調査研究報告書」 
 （第 3調査研究グループ，1998.8） 
  <No. 59> 「Regionalization of Science and Technology in Japan : The Framework of 
 Partnership between Central and Regional Governments」◎ 
 （Steven W. Collins 特別研究員，1998.8） 
  <No. 60> 「企業における女性研究者・技術者の就業状況に関する事例調査」 
 （第 1調査研究グループ，1999.3） 
  <No. 61> 「ブレークスルー技術による小型加速器等に関する開発予測調査結果」 
 （第 4調査研究グループ，1999.5） 
  <No. 62> 「科学技術と人間・社会との関わりについての検討課題」 
 （第 2調査研究グループ，1999.6） 
  <No. 63> 「公的研究機関の研究計画策定過程に関する調査」 
 （第 2研究グループ，1999.6） 
  <No. 64> 「我が国の廃棄物処理の現状と課題」 
 （第 3調査研究グループ，1999.12） 
  <No. 65> 「地域科学技術政策研究会（平成 11 年 3 月 16，17 日）報告書」 
 （第 3調査研究グループ，2000.1） 
  <No. 66> 「ヒトゲノム研究とその応用をめぐる社会的問題」 
 （第 2調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 67> 「国立試験研究機関，特殊法人研究開発機関及び日本企業の研究開発国際化に関
 する調査研究」 
 （第 1研究グループ，2000.3） 
  <No. 68> 「1970 年代における科学技術庁を中心としたテクノロジー・アセスメント施策の
 分析」 
 （第 2調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 69> 「技術予測調査の利用状況と今後の調査への要望について」 
 （第 4調査研究グループ，2000.3） 
  <No. 70> 「コンセンサス会議における市民の意見に関する考察」 
 （第 2調査研究グループ，2000.6） 
  <No. 71> 「地域科学技術政策研究会（平成 12 年 3 月 14,15 日）報告書―地方公共団体にお
 ける研究評価の手法とあり方について―」 
 （第 3調査研究グループ，2000.8） 
 
(1)研究実績 
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  <No. 72> 「創造的研究者・技術者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり
 方」 
 （第 1調査研究グループ，2000.9） 
  <No. 73> 「日本における技術系ベンチャー企業の経営実態と創業者に関する調査研究」 
 （第 1研究グループ，2000.9） 
  <No. 74> 「The Comparative Study of Regional Innovation Systems of Japan and China」
 ◎ 
 （蘇 靖特別研究員，2000.11） 
  <No. 75> 「21 世紀の科学技術の展望とそのあり方」 
 （第 4調査研究グループ，2000.12） 
  <No. 76> 「（加速器技術に関する先端動向調査）加速器ビームニーズ等に関する調査結果」 
 （科学技術動向研究センター，2001.6） 
  <No. 77> 「The Proceeding of International Conference on Technology Foresight-The 
 approach to and the potential for New Technology Foresight-」◎ 
 （第 4調査研究グループ，2001.3） 
  <No. 78> 「科学技術と NPO の関係についての調査」 
 （第 2調査研究グループ，2001.3） 
  <No. 79> 「科学技術研究調査」の見直しについて～科学技術研究調査研究会に対する科学技
 術政策研究所の対応～」 
 （科学技術指標検討チーム（第 1調査研究グループ所管），2001.6） 
  <No. 80> 「地域科学技術指標に関する調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 81> 「国内外の科学技術に関する意識調査の状況について」 
 （第 2調査研究グループ，2001.12） 
  <No. 82> 「中国の環境問題と日本の技術移転」 
 （情報分析課，2002.1） 
  <No. 83> 「日本の技術輸出の実態（平成 11年度）」 
 （情報分析課，2002.3） 
  <No. 84> 「海外科学技術政策研究機関ハンドブック」 
 （企画課，2002.3） 
  <No. 85> 「科学技術指標体系の比較と史的展開」 
 （第 1調査研究グループ，2002.3） 
  <No. 86> 「米国における公的研究開発の評価手法」* 
 （第 2研究グループ，2002.5） 
  <No. 87> 「国際級研究人材の国別分布推定の試み」 
 （第 1調査研究グループ，2002.7） 
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  <No. 89> 「ロシアに関係する科学技術国際協力の現状分析」 
 （第 2研究グループ，2002.11） 
  <No. 90> 「バイオテクノロジー研究開発と企業の境界―研究提携・技術導入・アウトソーシ
 ング・海外研究に関する調査報告―」 
 （第 1研究グループ，2002.12） 
  <No. 91> 「科学系博物館・科学館における科学技術理解増進活動について」 
 （第 1・2調査研究グループ，2002.12） 
  <No. 92> 「産学官連携事例から見た地域イノベーションの成功要因解明の試み―札幌，京都，
 福岡の産学官連携調査報告―」 
 （第 3調査研究グループ，2003.2） 
  <No. 93> 「日本の技術貿易―平成 12 年度―」 
 （情報分析課，2003.3） 
  <No. 94> 「科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 世界の潮流と日本の現状」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 95> 「研究開発に関する会計基準の変更と企業の研究開発行動」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 96> 「産学連携 1983－2001」 
 （第 2研究グループ，2003.3） 
  <No. 97> 「我が国の科学雑誌に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，2003.5） 
  <No. 98> 「先端的計測・分析機器の現状と今後の課題～科学技術専門家ネットワーク アン
 ケート調査結果～」 
 （科学技術動向研究センター，2003.7） 
  <No. 99> 「科学館等における科学技術理解増進活動への参加が参加者に及ぼす影響につい
 て―科学技術館サイエンス友の会・日本宇宙少年団を例として―」 
 （第 2調査研究グループ，2003.11） 
  <No.100> 「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの活性化について」 
 （第 2調査研究グループ，2003.11） 
  <No.101> 「科学技術国際協力の現状」 
 （第 2研究グループ，2003.11） 
  <No.102> 「国際級研究人材の養成・確保のための環境と方策（アンケート調査の結果より）
 ―「個人を活かす」ためのシステムへの移行―」 
 （第 1調査研究グループ，2003.12） 
  <No.103> 「博士号取得者の就業構造に関する日米比較の試み―キャリアパスの多様化を促
 進するために―」 
 （第 1調査研究グループ，2003.12） 
  <No.104> 「『研究開発戦略と科学技術政策』研究セミナー報告論文集」◎ 
 （第 1研究グループ，2004.2） 
(1)研究実績 
- 124 - 
  <No.105> 「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査 平成 15 年度調査報告書」 
 （科学技術政策研究所，2004.6） 
  <No.106> 「大型研究施設・設備の現状と今後の課題～科学技術専門家ネットワーク アンケ
 ート調査結果～」 
 （科学技術動向研究センター 中塚 勇，桑原 輝隆，2004.6） 
  <No.107> 「学校教育と連携した科学館等での理科学習が児童生徒へ及ぼす影響について―
 学校と科学館等との連携強化の重要性―」 
 （第 2調査研究グループ 中村 隆史，大沼 清仁，今井  寛，2004.11） 
  <No.108> 「科学技術の振興に関する調査～科学技術専門家ネットワークアンケート調査結
 果～」 
 （科学技術動向研究センター，2004.10） 
  <No.109> 「国として戦略的に推進すべき 技術の抽出と評価―我が国の科学技術力のベンチ
 マーキング―」 
 （科学技術動向研究センター，2004.11） 
  <No.110> 「全国イノベーション調査統計報告」 
 （伊地知寛博，岩佐 朋子，小田切宏之，計良 秀美，古賀 款久，後藤 晃，俵 
 裕治，永田 晃也，平野 千博，2004.12）  
  <No.111> 「基本計画の達成効果の評価のための調査」国際ワークショップ開催報告（2004
 年 9 月 13－14 日，於・東京）～統合的科学技術政策による効果のベンチマークに
 向けて～」 
 （第 3調査研究グループ，2004.12） 
  <No.112> 「北欧会議における科学技術協力」―地域科学技術協力の一例として― 
 （第 3調査研究グループ，2005.2） 
  <No.113> 「デンマークの科学技術政策」―北欧の科学技術政策の一例として―」 
 （第 3調査研究グループ，2005.2） 
  <No.114> 「地域科学技術・イノベーション関連指標の体系化に係る調査研究」 
 （第 3調査研究グループ，2005.3） 
  <No.115> 「科学技術政策文献の構造分析・内容分析」―第 1 期科学技術基本計画及び第 2
 期科学技術基本計画を対象として―（第 2研究グループ，2005.3） 
  <No.116> 「米国 NIH 在籍日本人研究者の現状について」 
 （第 1調査研究グループ，2005.3） 
  <No.117> 「平成 16年版科学技術指標―データ集―2005 年改訂版」 
 （情報分析課，2005.4） 
  <No.118> 「ドイツの直面する科学技術政策上の課題」 
 （永野 博，2005.6） 
  <No.119> 「国立大学の産学連携：共同研究（1983 年－2002 年）と受託研究（1995 年－2002
 年）」 
 （第 2研究グループ，2005.11） 
(1)研究実績 
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  <No.120> 「日本企業の重要特許の成立過程に対する公的研究部門の寄与に関する調査～大
 企業の研究者・技術者へのアンケート調査～」 
 （科学技術動向研究センター，2005.11） 
  <No.121> 「日米における 21 世紀のイノベーションシステム：変化の 10 年間の教訓 国際
 シンポジウム報告書」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.122> 「優れた成果をあげた研究活動の特性：トップリサーチャーから見た科学技術政策
 の効果と研究開発水準に関する調査報告書」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.123> 「中国における科学技術活動と日中共著関係」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No.124> 「日中韓科学技術政策セミナー2006 開催報告」 
 （第 3調査研究グループ，2006.3） 
  <No.125> 「韓国の地域科学技術政策の動向」 
 （第 3調査研究グループ，2006.3） 
  <No.126> 「科学技術指標―第 5版に基づく 2006 年改訂版―」 
 （科学技術基盤調査研究室，2006.6） 
  <No.127> 「インドの注目すべき発展と科学技術政策との関係（セミナー報告書）」 
 （科学技術動向研究センター，2006.8） 
  <No.128> 「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査―平成 17 年度
 調査―」   
 （第 1調査研究グループ、文部科学省科学技術・学術政策局基盤政策課，2006.8） 
  <No.129> 「理数系コンテスト・セミナー参加者の進路等に関する調査」 
 （第 2調査研究グループ，2006.9） 
  <No.130> 「平成 18年度大学等における科学技術・学術活動実態調査報告」 
 （科学技術基盤調査研究室，2006.10） 
  <No.131> 「米国の数学振興政策の考え方と数学研究拠点の状況」 
 （科学技術基盤調査研究室、科学技術動向研究センター，2006.10） 
  <No.132> 「我が国における外国人研究者に関する状況のための予備調査結果について」 
 （第 1調査研究グループ，2007.1） 
  <No.133>「大学・公的研究機関における研究者公募の現状」 
 （第 1調査研究グループ，2007.1） 
  <No.136>「地域における産学官連携－地域イノベーションシステムと国立大学－」 
 （第 2研究グループ，2007.3） 
  <No.137>「大学・公的研究機関等におけるポストドクター等の雇用状況調査―平成 18年度調
 査―」 
 （第 1調査研究グループ，2007.6） 
 
(1)研究実績 
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  <No.139>「国立大学法人等の財務状況」 
 （第 1調査研究グループ，2007.7） 




 （第 2調査研究グループ，2007.7） 
  <No.142>「APEC 技術予測プロジェクト新興感染症克服のための収れん技術のロードマッピン
 グ第 1回テクノロジーロードマップワークショップ（2007 年 5 月 22 日～23 日、都
 市センターホテル、東京）開催報告」 
 （科学技術動向研究センター，2007.7） 
  <No.143>「主要国における研究開発関連統計の実態：測定方法についての基礎調査」 
 （科学技術基盤調査研究室，2007.10） 
  <No.144>「特許請求項数の国･技術分野･時期特性別分析」 
 （第 2研究グループ，2008.1） 
  <No.145>「サイエンス型産業におけるイノベーション・プロセス調査Ⅰ―『応用物理学会』
 版アンケート調査報告―」 
 （第 1研究グループ，2007.8） 
  <No.146>「サイエンス型産業におけるイノベーション・プロセス調査Ⅱ―『電子情報通信学
 会エレクトロニクスソサイエティ』版アンケート調査報告―」 
 （第 1研究グループ，2007.8） 
  <No.147>「大学関連特許の総合調査（Ⅰ）特許出願から見た東北大学の知的貢献分析」 
 （科学技術動向研究センター，2007.9） 
  <No.148>「ポストドクター進路動向 8 機関調査文部科学省『科学技術関係人材のキャリアパ
 ス多様化促進事業』平成 18 年度採択 8機関に対する調査」 
 （第 1調査研究グループ，2007.11） 
  <No.149>「大学等における科学技術・学術活動実態調査報告（大学実態調査 2007）」 
 （科学技術基盤調査研究室，2007.11） 
  <No.150>「国立大学法人の財務分析」 
 （第 1調査研究グループ，2008.1） 
  <No.151>「日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷」 
 （第 2研究グループ，2008.1） 
  <No.152>「インタビュー調査ポストドクター等のキャリア選択と意識に関する考察～高年齢
 層と女性のポストドクター等を中心に～」 
 （第 1調査研究グループ，2008.1） 
  <No.153>「国立大学法人等の個々の人材が活きる環境の形成に向けた取組状況」 









  <No.  1> 「技術知識の減衰モデルと減衰特性分析―登録特許残存件数による減衰データへ
 の応用―」 
 （第 1研究グループ 光畑照久，1997.1） 
  <No.  2> 「21 世紀に向けた国の科学技術推進システムの在り方―国の科学技術活動の変革
 に向けて―」 
 （第 2調査研究グループ 柳   孝，1997.5） 
  <No.  3> 「日本と米国の科学及び工学における大学院課程の比較」＊ 
 （第 1研究グループ Taniya Sienko，1997.6） 
  <No.  4> 「研究開発投資の決定要因：企業規模別分析」 
 （第 1研究グループ 後藤  晃，古賀 款久，鈴木 和志（明治大学），1997.11） 
  <No.  5> 「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」＊ 
 （第 1研究グループ 永田 晃也，1998.3） 
  <No.  6> 「大学等からの技術移転成功事例におけるアクター分析」 
 （第 2研究グループ 新井 英彦，1998.3） 
  <No.  7> 「特許と学術論文の形態比較～記述形式・内容の分析とインタビューによる執筆動
 因分析～」 
 （第 2研究グループ 藤原 直也，藤垣 裕子，1998.10） 
  <No.  8> 「日本企業の研究開発国際化の実状と国内研究開発体制への提言」 
 （第 1研究グループ 田中  茂，1999.5） 
  <No.  9> 「IT を用いた資材調達活動の国際比較」 
 （第 1研究グループ 榊原 清則，三木 康司（慶應義塾大学），1999.5） 
  <No. 10> 「累積的イノベーションにおける技術専有と特許クロスライセンス」 
 （情報分析課 和田 哲夫，吉水 正義，1999.6） 
  <No. 11> 「先端的情報システムと日本企業の課題」 
 （第 1研究グループ 榊原 清則，1999.7） 
  <No. 12> 「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査研究―「モード 2」
 の時代において集団的創造性を高めるために―」 
 （第 1調査研究グループ 前澤 祐一，1999.8） 
  <No. 13> 「研究者数予測の試みとその課題に関する考察」 
 （第 1調査研究グループ 中田 哲也，1999.10） 
  <No. 14> 「省エネルギー公共投資のマクロ経済及び産業毎の影響に関する研究（その 1）」 
 （第 1研究グループ 竹下 貴之，2000.1） 
  <No. 15> 「我が国における製造業の集積と競争力変化に関する考察」 
 （第 1調査研究グループ 中田 哲也，第 3調査研究グループ 権田 金治（東海
(1)研究実績 
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 大学），2000.2） 
  <No. 16> 「THE DEVELOPMENT OF RESEARCH RELATED START-UP-A FRANCE-JAPAN COMPARISON-」◎ 
 （第 1 研究グループ 前田  昇（高知工科大学），Robert Chabbal（CNRS），
 2000.4） 
  <No. 17> 「企業戦略としてのオープンソース―オープンソースコミュニティの組織論と外
 部資源を利用した研究開発の発展に関する考察―」 
 （第 1研究グループ 加藤みどり，2000.7） 
  <No. 18> 「地方公共団体が設置する公設試験研究機関における研究課題評価の仕組みに関
 する一考察」 
 （第 3調査研究グループ 新舩 洋一，2001.9） 
  <No. 19> 「Transaction Costs and Capabilities as Determinants of the R&D Boundaries 
 of the Firm : A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical Firms in Japan」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，2001.9）◎ 
  <No. 20> 「深海洋上風力発電を利用するメタノール製造に関する提案」 
 （科学技術動向研究センター 瀬谷 道夫，山口 充弘，多田 国之，2002.3） 
  <No. 21> 「Discussion of Importance Index in Technology Foresight」 
 （科学技術動向研究センター Viayu CHENG，2002.5） 
  <No. 22> 「日本のバイオ・ベンチャー企業―その意義と実態―」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，中村 吉明，2002.6） 
  <No. 23> 「The Role of Overseas R&D Activities in Technological Knowledge Sourcing:
 An Empirical Study of Japanese R&D Investment in the US 技術知識ソーシン
 グにおける海外研究開発活動の役割：日本企業による対米研究開発投資の実証分
 析」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，小田切宏之，2002.6） 
  <No. 24> 「研究開発における企業の境界と知的財産権制度」 
 （第 1研究グループ 小田切宏之，2002.10） 
  <No. 25> 「個人のイノベーションとライセンス」 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2002.11） 
  <No. 26> 「短期多部門計量モデル MS-JMACRO を用いた政府投資乗数の横断的・時系列的
 な相違に関する検討」 
 （第 1研究グループ 竹下 貴之，2002.11） 
  <No. 27> 「創造的研究者のライフサイクルの確立に向けた現状調査と今後のあり方―研究
 者自身が評価する創造的な研究開発能力の年齢的推移等に関する調査―」 
 （第 1調査研究グループ 和田 幸男，2002.11） 
  <No. 28> 「クラスター事例のイノポリス形成要素による回帰分析」 
 （第 3調査研究グループ 計良 秀美，前田  昇，2003.2） 
  <No. 29> 「地域イノベーションの成功要因及び促進政策に関する調査研究（中間報告）」 
 （第 3調査研究グループ 前田 昇，向山 幸男，計良 秀美，杉浦美紀彦，岡 精
(1)研究実績 
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 一，俵 裕治，2003.3） 
  <No. 30> 「大学における研究の評価に関する理論と実際―システム的視点」 
 （第 1研究グループ 伊地知寛博，2003.10） 
  <No. 31> 「Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese  
 Multinationals」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，2003.11） 
  <No. 32> 「 Determinants of R&D Boundaries of the Firm : An Empirical Study of 
 Commissioned R&D, Joint R&D, and Licensing with Japanese Company Data」◎ 
 （第 1研究グループ 中村 健太，小田切宏之，2003.11） 
  <No. 33> 「ヒト胚の取扱いの在り方に関する検討」 
 （第 2調査研究グループ 牧山 康志，2004.1） 
  <No. 34> 「Joint ventures and the scope of knowledge transfer : Evidence from U.S. 
 -Japan patent licenses」◎ 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2004.3） 
  <No. 35> 「Running royalty and patent citations : the role of measurement cost in 
 unilateral patent licensing」◎ 
 （第 1研究グループ 和田 哲夫，2004.3） 
  <No. 36> 「日本企業による海外への技術輸出：ライセンスと直接投資の選択に関する実証分析」 
 （第 1研究グループ 岩佐 朋子，2004.3） 
  <No. 37> 「技術系製造業におけるスタートアップ企業の成長要因」  
 （第 1研究グループ 榊原 清則，本庄 裕司，古賀 款久，2004.10） 
  <No. 38> 「独創的な商品開発を担う研究者・技術者の研究」 
 （第 2研究グループ 石井 正道，2005.1） 
  <No. 39> 「科学技術コミュニケーションを進める人材の養成について」     
 （第 2調査研究グループ 渡辺 正隆，2005.2） 
  <No. 40> 「Position Paper For Conventional Hydrocarbons」 
 （科学技術動向研究センター，2005.6） 
  <No. 41> 「 University-Industry Collaboration Networks for the Creation of 
 Innovation : A Comparative Analysis of the Development of Lead-Free Solders 
 in Japan, Europe and the United States」 
 （第 2研究グループ，2006.3） 
  <No. 42> 「A COMPARATIVE ASSESSMENT OF TRAINING COURSES FOR  
 KNOWLEDGE TRANSFER PROFESSIONALS IN THE UNITED STATES, UNITED KINGDOM, AND 
 JAPAN」◎ 
 （第 2研究グループ，2006.11） 
  <No. 43> 「全国イノベーション調査による医薬品産業の比較分析」 
 （第 1研究グループ，2006.11） 
  <No. 44> 「Moor's Law, Increasing Complexity and Limits of Organization: 
(1)研究実績 
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 Modern Significance of Japanese DRAM ERA」 
 （第 1研究グループ，2007.3） 
  <No. 45> 「インターネットを利用した科学技術に関する意識調査の試み」 
 （第 2調査研究グループ，2008.1） 
  <No. 46> 「研究開発サービス業の統計による把握に関する考察」 
 （第 2研究グループ，2008.2） 
 
⑤講演録 
  1)竹内  啓 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「先端科学技術の社会的影響<動向第 1回>」（1988.10） 
  2)石井  恂 麻布大学教養部教授 
「1990 年代の科学技術政策<動向第 2回>」（1988.10） 
  3)Prof. Don E Kash 米国オクラホマ大学教授 
「総合化社会<国際比較第 1回>」（1988.11） 
  4)内田 盛也 帝人(株)理事 
「科学技術政策と知的所有権のかかわりについて<動向第 3回>」（1988.12） 
  5)西部  邁 評論家 
「反原発運動における技術思想について<動向第 4回>」（1988.12） 
  6)平澤  泠 東京大学教養学部教授 
「ソフト化社会における政策研究<動向第 5回>」（1988.12） 
  7)Prof. Christopher Freeman 英国サセックス大学名誉教授 
「産業技術における基礎研究の役割<国際比較第 2回>」（1989.2） 
  8)石坂 誠一 人事院人事官 
「科学技術に関する人材の確保<動向第 6回>」（1989.2） 
  9)梅原  猛 国際日本文化研究センター所長 
「日本人の自然観<動向第 7回>」（1989.2） 
 10)Prof. Lewis M. Branscomb 米国ハーバード大学教授 
「米国における科学技術の諸問題<国際比較第 3回>」（1989.2） 
 11)武者小路公秀 国連大学副学長 
「国際化社会における知的交流の課題<動向第 8回>」（1989.2） 
 12)弘岡 正明 住友化学工業(株)研究主幹 
「新化学時代の産業展開と諸問題<動向第 9回>」（1989.3） 
 13)青木 昌彦 京都大学経済研究所教授 
「今後の経済発展と科学技術政策<動向第 10回>」（1989.3） 
 14)井内慶次郎 前国立教育会館長 
「大学院制度の弾力化について<動向第 11 回>」（1989.3） 
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 16)軽部 征夫 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「バイオセンサーの現状と将来<動向第 13 回>」（1989.5） 
 17)加藤 秀俊 放送教育開発センター所長 
「国際社会における技術格差の問題点<動向第 14回>」（1989.5） 
 18)村上陽一郎 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「明治期における我が国の科学技術政策」（1989.6） 
 19)田村  明 法政大学法学部教授 
「未来の都市をめざして」（1989.3） 
 20)米本 昌平 三菱化成生命科学研究所社会生命科学研究室長 
「1970 年代のアメリカにおけるバイオエシックス論争」（1989.6） 
 21)後藤  晃 一橋大学教授 
「日本の R＆Dシステム再考」（1989.12） 
 22)野田 正彰 神戸市立外国語大学教授 
「社会の変化が個人に及ぼす影響について」（1989.9） 
 23)Heinz A. Staab 西独マックス・プランク協会理事長 
「西独マックス・プランク協会の組織と国際協力における役割」（1990.3） 
 24)Prof. Rolf D. Schmid 独国ブラウンシュバイク工科大学教授 
「統合後の独国のバイオテクノロジー戦略について」（1990.11） 
 25)権田 金治 東京電機大学理工学部教授 
「科学技術と地域開発」（1991.4） 
 26)小林 信一 文教大学国際学部専任講師 
「文明社会の野蛮人―若者の科学技術離れを巡って―」（1991.5） 
 27)小山 内裕 藤倉電線(株)取締役研究開発本部副本部長・基盤材料研究所長 
「光ファイバーの開発―低損失限界への挑戦―」（1992.4） 
 28)渕  一博 (財)新世代コンピューター技術開発機構常務理事・研究所長 
「第五世代コンピューターの開発―未完の革命―」（1992.5） 
 29)外村  彰 日立製作所基礎研究所主管研究長 
「電子線ホログラフィー開発の経緯」（1992.6） 
 30)鈴木 章夫 三菱重工業(株)名古屋航空宇宙システム製作所宇宙技術部長 
「日本のロケット開発に於ける技術革新」（1992.7） 
 31)蒲谷 勝治 ヤマハ発動機(株)マリン事業本部舟艇事業部副事業部長 
永海義博 ヤマハ発動機(株)マリン事業本部舟艇事業部主任 
「アメリカズカップ・ヨットの開発とレース戦略」（1992.8） 
 32)伊藤 博之 本田技研工業(株)四輪企画室（RAD）参事 
「ホンダ・シビックの開発」（1992.2） 
 33)神田 泰典 富士通(株)パーソナルビジネス本部副本部長 
「マルチメディアと FMタウンズ―認識の本質にせまる―」（1992.9） 
 34)王寺 睦満 新日本製鐵(株)技術開発本部設備技術センター所長 
(1)研究実績 
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「我が国における LD 転炉技術の導入と発展」（1992.10） 
 35)相澤  進 セイコーエプソン(株)専務取締役 
「セイコーエプソンにおける技術開発―新事業創造の事例と技術開発理念の功罪―」
（1992.11） 
 36)森本 盛 客員研究官(株)東芝・宇宙開発事業部 
「科学技術意識形成過程に関する考察」（1993.3） 
 37)前川善一郎 京都工芸繊維大学教授 
「複合材料技術の社会への浸透過程」（1992.12） 
 38)白石 忠志 東北大学法学部助教授 
「技術の排他的利用と独禁法」（1993.2） 
 39)柳原 一夫 客員研究官(財)日本気象協会参与 
「地球温暖化のメカニズム（宇宙・太陽・地球）」（1993.5） 
 40)富田 徹男 特許庁審判部主席審判官 
「特許制度等から見た技術の伝播」（1993.4） 
 41)前間 孝則 国際技術総合研究所副所長 
「軍用技術から民生技術へ―戦前日本の航空機産業の転換―」（1993.4） 
 42)石井  裕 NTT ヒューマンインターフェース研究所主幹研究員 
「コラボレーションメディアのデザイン」（1992.12） 
 43)長谷川龍雄 元トヨタ自動車(株)専務取締役 
「日本における自動車技術の起こりと展開―私の体験―」（1993.8） 
 44)吉田庄一郎 (株)ニコン取締役副社長 
「半導体製造装置ステッパの開発」（1993.9） 
 45)佐藤 秀樹 (株)セガ・エンタープライゼス常務取締役 
「アミューズメントからマルチメディアの研究開発へ」（1994.2） 
 46)市川 惇信 人事院人事官 
「研究評価について」（1996.11） 
 47)河本 英夫 東洋大学教授 
「オートポイエーシスにもとづく研究評価論」（1996.12） 
 48)森  俊介 東京理科大学教授 
「システム論から見た評価の方法」（1997.1） 
 49)木嶋 恭一 東京工業大学教授 
「評価へのソフトシステムアプローチ」（1997.1） 
 50)山之内昭夫 大東文化大学教授 
「企業における研究評価の視点」（1997.2） 
 51)川崎 雅弘 科学技術振興事業団専務理事 
「科学技術基本法下における評価」（1997.4） 
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 53)Dir. Rosalie T. Ruegg 米国国立標準・技術研究所経済性評価室長 
Prof. Philipe Laredo 仏国鉱山大学イノベーション社会学センター教授 
「科学技術の形成過程における評価をどう取り扱うか―研究評価から政策評価まで―」
（1997.11） 
 54)Dr. William A. Blanpied  米国国立科学財団（NSF）シニア国際アナリスト 
「米国における科学政策について」（1997.11） 
 55)「価値開発」関連 講演録 
近藤 隆雄 多摩大学経営情報学部教授 
「サービスマネージメントにおける価値づくりについて」（1997.5） 




 56)Dr. William G. Wells, Jr. 米国ジョージワシントン大学教授 
「米国連邦政府における科学技術政策形成」（1998.3） 
 57)崔  亨燮 韓国科学技術団体総連合会会長 
「韓国新政権下での科学技術関連政策の展開」（1998.6） 
 58)Prof. Arie Rip オランダ・ツウェンテ大学 
「オランダの科学技術政策：行政と研究を結ぶ中間機構を中心として～『社会学的』科
学技術政策研究序論～」（1998.4） 
 59)Prof. Sheila Jasanoff 米国ハーバード大学ジョンエフケネディ行政大学院教授 
「政策立案者としての科学審議会」～規制科学（Regulatory-Science）をめぐって～
（2000.2） 
 60)山本 卓眞 富士通(株)名誉会長 
「富士通の企業経営・技術戦略」（2000.2） 
 61)関本 忠弘 日本電気(株)取締役相談役 
「NEC における R＆D戦略と科学技術政策への期待」（2000.2） 
 62)三田 勝茂 (株)日立製作所相談役 
「日立製作所における企業経営・技術戦略の変遷」（2000.3） 
 63)金丸 恭文 フューチャーシステムコンサルティング(株)代表取締役社長 
「IT革命が生み出す新時代」（2000.3） 
 64)藤野 政彦 武田薬品工業(株)会長 
「技術移転における産官学協力の在り方」（2001.4） 
 65)鎌田  博 筑波大学生物科学系教授・遺伝子実験センター長 
「遺伝子組換え植物・食品の研究現状と安全性確保」（2001.3） 
 66)永井 克孝 三菱化学生命科学研究所長 
「第三の生命鎖糖鎖とポストゲノム解析」（2001.6） 
 67)飯塚 尚和 宮城県産業技術総合センター所長 
(1)研究実績 
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「地方公設試におけるマネジメントシステムの構築」（2001.10） 
 68)西川 伸一 京都大学大学院医学研究科教授 
「再生医学の最近の動向」（2001.9） 
 69)賀来龍三郎 キヤノン(株)名誉会長 
「キヤノンにおける企業経営と技術戦略の変遷」（2000.4） 
 70)佐波 正一 (株)東芝  相談役 
「東芝の技術開発の変遷」（2000.4） 
 71)幸田 重教 三井化学(株)会長  
「三井化学の経営革新」（2000.5） 
 72)楠美 省二 アルファ・エレクトロニクス(株)社長 
「アルファ・エレクトロニクスにおける企業経営と技術戦略」（2000.5） 
 73)佐々木 正 (株)国際基盤材料研究所社長 
「企業経営・技術戦略の変遷」（2000.5） 
 74)吉田庄一郎 (株)ニコン取締役社長 
「ニコンの企業経営・技術戦略の変遷」（2000.7） 
 75)藤野 政彦 武田薬品工業(株)会長 
「武田薬品工業の研究戦略」（2000.9） 
 76)荒蒔康一郎 キリンビール(株)専務取締役 
「キリンビールの戦後の企業経営・技術戦略」（2000.12） 
 77)高木 利久 東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター教授 
「バイオインフォマティクスの最近の動向とこれからの課題」（2001.11） 
 78)小山 康文 岩手大学地域共同研究センター助教授 
「大学からの産学連携～岩手モデル～」（2002.1） 
 79)畑村洋太郎 工学院大学教授 
「失敗学の構築」（2001.11） 
 80)岩坪  威 東京大学大学院薬学系研究科教授 
「痴呆研究の動向～アルツハイマー病の病態解明と治療への展望を中心に～」（2001.10） 
 81)末松 安晴 国立情報学研究所長 
「半導体レーザーの技術革新について」（2002.1） 
 82)小田切宏之 科学技術政策研究所第 1研究グループ総括主任研究官 
「技術ストックの経済効果をいかに測定するか」（2001.11） 
 83)欠番 
 84)斎藤 衛郎 (独)国立健康・栄養研究所 食品機能研究部長 
「機能性食品の研究開発の動向と特定保健用食品」（2002.2） 
 85)鶴尾  隆 東京大学分子細胞生物学研究所所長 
「大学等におけるがん研究の最近の動向」（2002.3） 
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 87)岡田 清孝 京都大学大学院理学研究科教授 
「分子植物科学の現状と将来」（2002.4） 
 88)ディビット・キング 英国政府首席科学顧問兼科学技術庁長官 
「科学と社会」（2002.7） 
 89)高濱 洋介 徳島大学 ゲノム機能研究センター教授・理化学研究所 免疫・アレルギ
ー科学総合研究センター 免疫系発生研究チームディレクター 
「免疫学の最近の動向」（2002.6） 
 90)柳田 充弘 京都大学大学院生命科学研究科長・教授 
「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的状況」（2002.7） 
 91)アリ・リップ オランダツウェンテ大学教授  
「研究開発評価に対する社会の挑戦」（2002.7） 
 92)小原 雄治 国立遺伝学研究所副所長・生物遺伝資源情報総合センター長・教授 
「バイオリソースの現状とわが国の方策」（2002.7） 
 93)虫明 功臣 東京大学生産技術研究所教授 
「水循環と水資源―ローカルな視点からグローバルな視野へ―」（2002.8） 
 94)渡辺 公綱 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 
「RNA 研究の動向」（2002.9） 
 95)江刺 正喜 東北大学未来科学技術共同研究センター教授 
「MEMS 研究の動向」（2002.8） 
 96)伊藤 正男 理化学研究所脳科学総合研究センター所長 
「脳科学と教育」（2002.9） 
 97)小泉 英明 日立製作所基礎研究所・中央研究所主管研究長 
「脳科学と教育」（2002.10） 
 98)小幡 純子 上智大学法学部教授 
「先端科学技術の発展と法律学の諸課題―ゲノム応用時代の技術と法制―」（2002.9） 
 99)前田  昇 客員研究官 高知工科大学大学院工学研究科教授 
「地域産業集積（クラスター）の欧米事例と日本の課題―ハイテクベンチャーが起こし
はじめた日本の産業変革―」（2003.1） 
100)御園生 誠 工学院大学工学部環境化学科教授 
「グリーンケミストリー（持続的社会の科学技術）の目指すべきもの」（2002.10） 
101)小堀 幸彦 (株)シュタインバイス・ジャパン代表取締役 
「独国における産学共同方式による支援制度」（2003.2） 




104)佐野 睦典 イノベーション・エンジン(株)代表取締役社長 
「日本のナノテク・ベンチャーを開花させる駆動力は何か」（2003.5） 
(1)研究実績 
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105)藤江 幸一 豊橋技術科学大学エコロジー工学系教授 
「ゼロエミッション研究―生存戦略と研究戦略―」（2003.5） 




108)馬場 嘉信 徳島大学薬学部教授，産業技術総合研究所単一分子生体ナノ計測研究ラボ  
長 
「次世代ナノバイオデバイス研究の最前線と今後の展開」（2003.5） 
109)岩井  洋 東京工業大学フロンティア創造共同研究センター教授 
「日本にとってのシリコン半導体デバイス研究開発の重要性とその戦略」（2002.12） 
110)橋爪  誠 九州大学大学院医学研究院教授 
「医療現場における工学的革新～最先端の医療現場は大きく変わろうとしている～」
（2003.4） 




「2000 年から 2010 年へのゲノム革命とそれに対応する研究組織のあり方」（2003.7） 
113)河田 惠昭 京都大学防災研究所巨大災害研究センターセンター長・教授 
「自然災害への備えと危機管理」（2003.5） 
114)中尾 一和 京都大学大学院医学研究科内科学講座教授 
「我国の Physician Scientist（臨床医科学者）と Translational Medicine の困難な現
状」（2003.7） 
115)Dr. R. Kircher General Manager, Siemens K. K. Technology Dep. 
「Research & Development for Sustainable Energy & Water Supply」（2003.5） 
116)江尻 正員 工学博士，元日立製作所中央研究所／機械研究所技師長 
「ロボティックス推進のための課題と展望」（2003.7） 
117)工藤 和彦 九州大学工学研究院エネルギー量子工学部門 
「原子力分野の人材育成の現状と課題」（2003.8） 




120)中野 幸紀 関西学院大学総合政策学部教授 
「ヨーロッパにおける情報市民社会」（2003.7） 









123)塚本 弘範 Senior Research Scientist, Yale University 
「Research Activities of Semiconductor Optical Routing Devices at Yale University」
（2003.7） 
124)野本 明男 東京大学大学院医学系研究科教授 
「ウイルス感染症～ポリオから SARS まで～」（2003.8） 
125)Dr. Martyn Field Laboratory Manager, Hitachi Dublin Laboratory 
「Bioinformatics Research in Europe and Hitachi Dublin」（2003.10） 
126)佐伯 元司 東京工業大学情報理工学研究科教授 
「ソフトウェア要求工学の現状と動向」（2003.10） 
127)西  義雄 スタンフォード大学電気工学科研究教授，集積化システムセンターリサー
チディレクター兼ナノファブリケーションファシリティディレクター 
「ナノテクノロジーを発展させるために産学連携はどうあるべきか」（2003.10） 
128)橋本 易周 (株)メディビック代表取締役社長，(株)ジェネティックラボ取締役 
「日本発のバイオベンチャーの可能性―札幌，神戸，シリコンバレーにおける起業から
―」（2003.3） 
129)青木 由直 北海道大学大学院工学研究科教授 
高橋 昭憲 (株)データクラフト代表取締役 
「札幌 ITクラスターの現状と課題」（2004.3） 
130)北野 宏明 ソニーコンピュータサイエンス研究所取締役副所長 
「システムバイオロジーの展望」（2003.7） 
131)Mr. John L. Hill Standards Strategist Sun Microsystems 
「ICT Standardization : A Critical View and Action Plan」（2003.11） 
132)多々良和誠 東京大学大学院工学系研究科教授 
「小さな RNA がバイオ･医学の世界を変える」（2003.9） 
133)上田  実 名古屋大学大学院医学系研究科教授，東京大学医科学研究所 教授 
「再生医療の現状とその実用化に向けた課題」（2004.2） 
134)五箇 公一 国立環境研究所侵入生物研究チーム総合研究官 
「侵入生物がもたらす生物多様性攪乱」（2004.04）  
135)久間 和生 三菱電機(株)先端技術総合研究所長 
「新事業構築と産学連携」（2004.04） 
136)ランドル・ケインズ：ダーウィン・トラスト理事 
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オリヴィア・ジャドソン 英国インペリアルカレッジ研究フェロー 
「ダーウィンで科学を楽しむ！」（2004.7） 
137)Prof. Jen-Shin Chang : McMaster University 
「北米における産官学共同研究の実態」（2004.7） 
138)林   晋 神戸大学工学部情報知能工学科教授 
「ソフトウェア工学で流行する『日本型』生産法」（2004.06）  
139)石黒 武彦 同志社大学ヒューマンセキュリティ研究センターフェロー 
「『インパクトファクター』の実像と学術雑誌のあり方」（2004.06）  
140)柘植 綾夫 三菱重工業(株)常務取締役技術本部長 
「価値創造型もの創り立国強化を目指した政策提言」（2004.05） 
141)安田 幸夫 高知工科大学総合研究所教授（名古屋大学名誉教授） 
榊  裕之 東京大学生産技術研究所教授 
森野 明彦 (株)半導体先端テクノロジーズ社長 
「革新的なナノテクノロジー研究を日本の将来にいかすために」（2004.6） 
142)西口  浩 衛星測位システム協議会事務局長 
「国家戦略としての準天頂衛星の有用性」（2004.09）  
143)鈴木 正昭 岐阜大学大学院医学研究科教授 
「人の中の分子を見る―分子イメージング研究の重要性と推進―」（2004.10） 
144)Prof. Jen-Shin Chang : McMaster University 
「独立行政法人化による大学における研究の位置づけ―カナダの大学の事例―」
（2004.11） 
145)仁田 周一 育英工業高等専門学校専攻科東京農工大学名誉教授 
「先端技術を支える規格・標準化の活動／技術―世界との比較」（2004.11） 
146)馬場 靖憲 東京大学先端科学技術研究センター教授 
七丈 直弘 東京大学大学院情報学環特任助教授 
鎗目  雅 東京大学先端科学技術研究センター助手 
「光触媒研究者コミュニティのネットワーク分析―科学技術政策における可能性―」
（2004.7） 
147)津田 一郎 北海道大学大学院 理学研究科教授 
儀我 美一 北海道大学大学院 理学研究科教授 
「数学に何が出来るか―なぜ科学技術に重要か，どうすれば有効に活用できるか―」
（2004.11） 
148)Ms. Noncedo Vutula 南アフリカ共和国科学技術省研究情報課課長 
「南アフリカ共和国の科学技術政策と動向」―South Africa Science and Technology 
Policy and Trend―」（2004.12） 
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150)植田 一博 東京大学大学院総合文化研究科 
佐々木豊文 NBS 日本速読教育連盟 
「読書の熟達化プロセスの認知脳科学的な分析：速読を例として」（2005.3） 
151)菅  裕明 東京大学先端科学技術研究センター教授 
「「切磋琢磨型」アカデミズムの重要性」（2005.3） 
152)佐藤 源之 東北大学東北アジア研究センター教授 
「地中レーダによる人道的地雷探知技術開発として波及効果―先進技術を通じた国際貢
献の事例として―」（2005.6） 
153)神原 秀記 (株)日立製作所フェロー 
「DNA 解析技術の進歩と今後の発展」（2005.4） 






156)加藤 醇子 クリニック・かとう 
宇野  彰 筑波大学大学院 
藤堂 栄子 特定非営利活動法人エッジ 
品川 裕香 ノンフィクションライター  
「神経学的要因による読み書き困難に対する多方面からの支援」（2006.1） 
157)Dr. Daniel Mellet-d'Huart National Association for Adult Vocational Training 
France 
「From Virtual Reality to Actual Reality : Using Virtual Reality for Learning」
（2005） 





160)Doron Weber スローン財団 PUST プログラムマネージャー 
「科学技術者のイメージ メディアを通したイメージアップは可能か―」（2005.7） 
161)Mr. Peter Hohmann （株）日立製作所ヨーロッパ・デザインセンター長 
「Face of the Future (Face del Futuro)」（2005.7） 
162)Dr. Carel van der Poel, Ph. D.  
「Philips Research Leuven :Semiconductor Research and Open Innovation at IMEC」
（2005.8） 
163)澤  一誠 三菱商事（株）機械新規事業開発ユニット新エネルギー担当マネージャー 
(1)研究実績 
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「バイオマス液体燃料の世界動向と日本の将来像―新環境エネルギー産業創造という観
点からの戦略的アプローチ―」（2005.8） 
164)鎌土 重晴 長岡技術科学大学教授 
「次世代構造材料として期待される Mg 合金の研究開発動向と今後の課題及び展望」
（2005.9） 
165)松波 弘之 （独）科学技術振興機構研究成果活用プラザ京都館長，京都大学名誉教授 
「パワーデバイス用 SiC 半導体材料の現状，課題と展望」（2005.9） 
166)一ノ瀬俊明 （独）国立環境研究所地球環境研究センター主任研究員 
藤井  光 九州大学大学院工学研究院助教授 
「ヒートアイランドに関する最近の研究について」（2005.12） 
167)久世 和資 日本アイ・ビー・エム（株）東京基礎研究所所長 
「サービス・サイエンスの意義と将来展望」（2005.12） 
168)徐  向東 キャストコンサルティング（株）代表取締役社長 
「中国新“中間層”台頭」（2006.1） 
169)深尾 京司 一橋大学経済研究所教授 
「全要素生産性と経済・科学技術政策」（2006.1） 
170)都河 明子 東京医科歯科大学留学生センター教授 
「科学技術分野における多様な人材登用について―女性研究者及び留学生の視点から
―」（2006.2） 
171)広井 良典 千葉大学法経学部教授 
「「定常型社会」における科学・技術の展望―｢科学とケア｣という視点を踏まえて―」
（2006.2） 
172)J. L. Valles 欧州委員会研究総局 G3部（材料担当）部長 
「The Materials and Nanotechnology Policy of the European Commission（欧州委員
会の材料・ナノテク政策）」（2006.2） 
173)Dr. Neil Britton, Ph. D. Team Learder EdM-NIED Kobe 
「Disaster Management in Japan and New Zealand : Diggerences and Similarities」
（2006.2） 
174)藤田 和男 芝浦工業大学 MOT 専門職大学院工学マネジメント研究科教授 
「石油・ガス資源開発における先端技術―資源量･生産能力評価にどのような影響を与え
るか―」（2006.3） 
175)Prof. L. E. Scriven University of Minnesota 
「 U.S.National  Science  Foundation's  Engineering  Research  Center 
Scheme-Retrospective by a leading participant-」（2006.3） 
176)北野  大 淑徳大学国際コミュケーション学部教授 
「どのような豊かさを求めるか―環境破壊と文明の崩壊を視点にして」（2006.3） 
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―Gender and science : Glimpses from India and Asia」（2006.5） 
180)喜多 千草 関西大学総合情報学部 
「開発思想・技術アジェンダ・設計：インターネットの開発思想史を事例に」（2006.8） 
181)林   晋：京都大学大学院文学研究科教授 
「科学技術に｢思想」は必要か」（2006.8） 
182) Giuseppe Riva ： Cattolica del Sacro  Cuore 大学、心理学部 Institute 
Auxologico Italiano 神経心理学・応用技術研究所 
「From Technology to Health : How to use advanced technologies to improve the 
quality of life」（2006.8） 
183)戸田山和久 名古屋大学情報科学研究科教授 
「科学における哲学的思想の役割」（2006.8） 
184)浅田  稔 大阪大学大学院工学研究科 
「認知ロボティクスによる脳と心の理解の試み」（2006.8） 
185)天野 明弘 兵庫県立大学副学長 
「環境問題と市場経済システムのあり方」（2006.6） 
186)樋口 美雄 慶應義塾大学商学部教授 
「少子高齢化が日本経済･地域社会に与える影響」（2006.5） 
187)今道 友信 東京大学名誉教授哲学美学比較研究国際センター長、英知大学教授 
「科学技術と倫理―21世紀の課題―」（2006.7） 
188)李  恩京 韓国国立全北大学文化研究センター長 
「韓国女性科学者･技術者―成長と政府支援策」（2006.7） 
189)高見  豊 日本野外生活推進協会会長 
「日本におけるスウェーデンの環境教育の展開―自然の循環を学ぶ森のムッレ教室―」
（2006.8） 
190)岩坂 泰信 金沢大学教授 
「黄砂の科学と黄砂問題」（2006.9） 
191)石黒  周 研究開発型 NPO 振興機構理事、ロボカップチーフビジネスオフィサー、国
際レスキューシステム研究機構理事 
「新たな研究推進の仕組み―NPO 型分散研究システム―」（2006.10） 
192)津川 定之 名城大学理工学部教授 
古川  修 芝浦工業大学システム工学部教授 
「ITS 技術による環境負荷低減と安全・安心の街づくりについて」（2006.11） 
193)二木 厚吉 北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科教授 
「次世代のソフトウェア工学の課題―中核技術としての形式手法を中心に―」（2006.11） 
(1)研究実績 
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194)Mr. Herve PERO 欧州委員会研究拠点ユニット長 
Pref. John WOOD 欧州研究員インフラ戦略フォーラム議長 
「European Roadmap for Research Infrastructures」(欧州の研究インフラに関するロ
ードマップ)（2006.12） 
195)丸山  宏 日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所所長 
「今後のイノベーションはどこへ向かうか～IBM 社 Global Innovation Outlook ～」
（2006.12） 
196)高増  潔 東京大学大学院工学研究科教授 
高谷 裕浩 大阪大学大学院工学研究科教授 




198)井口  泰 関西学院大学経済学部教授、少子経済研究センター長 
「東アジアを中心とする人材移動と日本の人材開発戦略―外国人政策と受入れ基盤の整
備に向けて―」（2007.1） 
199)Dr. David W. Lightfoot 米国国立科学財団（NSF）社会・行動・経済科学局（SBE）局
長 
「科学政策のための科学：米国 NSF のイニシアティブ」（2007.2） 
200)Bruno Berge, Ph.D. Research Director, Varioptic 
「Varioptic, liquid lenses for miniature cameras : from the lab to industry」
（2007.2） 




203)松原 美之 (独)消防研究所研究統括官 
「廃止され国に統合・吸収されることとなった『独立行政法人消防研究所』はなにをし
てきたのか？」（2007.3） 
204)高橋  宏 (独)科学技術振興機構主監 
「研究費会計制度の日米比較」（2007.4） 
205)野原 博淳 フランス国立科学研究センター労働経済社会研究所（LEST/CNRS） 
「人材の養成と流動化からみたイノベーション－若手科学者の労働市場－」（2007.5） 
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208)Prayoon Shiowattana タイ国家科学技術開発機構（NSTDA）副所長 
「タイの科学技術開発 タイ国家科学技術開発機構（NSTDA）の果たす役割」（2007.8） 






211)丸川 知雄 東京大学社会科学研究所教授 
「現代中国の産業と技術進歩」（2007.9） 
212)高橋  宏 (独)科学技術振興機構企画評価部主監 
  石橋 一郎 (独)科学技術振興機構企画評価部主査（予算担当） 
「研究費会計制度の日米比較」（2007.11） 
213)中村  哲 (株)国際電気通信基礎技術研究所取締役、音声言語コミュニケーション研
究所長 
「音声翻訳技術の現状と今後の展開」（2007.12） 
214)下村 和生 国際 HFSP 推進機構事務局次長 
「ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム（HFSP）について」（2008.1） 
215)中村 道治 株式会社日立製作所フェロー 
「省電力化を目指した名のＩＣＴの研究開発」（2007.12） 
216)Gerald M. Stokes バテルジャパン株式会社代表取締役社長 
「The Business Innovation」（2007.11） 
217) Machi Dilwarth 米国国立科学技術財団東京事務所所長 
「NSF（U.S.National Sciense Foundation:米国国立科学技術財団）の近況) 
218)古川 勇二 東京農工大学大学院技術経営研究科長 
  豊田 政男 大阪大学大学院工学研究科長・工学部長 




  1)ソフト系科学技術に関する調査報告書 
（第 1調査研究グループ，1989.3） 
  2)第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1990.2） 
  3)日本の科学技術政策史 
（科学技術政策史研究会編集，科学技術政策研究所監修，1990.12） 
  4)NISTEP Review Vol.1[注]（1990.12） 
  5)第 1 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（猪瀬  博，児玉 文雄，川崎 雅弘編集，1991.1） 
(1)研究実績 
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  6)第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1991.1） 
  7)NISTEP Review Vol.2[注]（1992.3） 
  8)第 2 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（岡村 総吾，野中郁次郎，村上 健一編集，1992.3） 
  9)第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンス予稿集[英文]（1992.3） 
 10)日・米・欧における科学技術に対する社会意識に関する比較調査 
（第 2調査研究グループ，1992.3） 
 11)第 3 回科学技術政策研究国際コンファレンスプロシーディングス[英文] 
（岡村 総吾，坂内富士男，野中郁次郎編集，1993.3） 
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(2)顧 問（五十音順，2007 年 3 月 31 日現在） 
阿部 博之       (独)科学技術振興機構顧問 
有馬 朗人       (財)日本科学技術振興財団会長 
生駒 俊明       国立大学法人一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授 
井村 裕夫       (独)科学技術振興機構顧問 
小野 元之       (独)日本学術振興会理事長 
川崎 雅弘       (財)リモート・センシング技術センター専務理事 
中原 恒雄       住友電気工業(株)顧問 
中村 桂子       JT 生命誌研究館館長 
吉川 弘之       (独)産業技術総合研究所理事長 
吉村  融       国立大学法人政策研究大学院大学長 
 
(3)機関評価委員（五十音順 2007 年 3 月 31 日現在） 
委員長  池上 徹彦  (独)産業技術総合研究所理事・宇宙開発委員会委員 
委 員  相澤 益男  国立大学法人東京工業大学長 
委 員  小林  健  日本政策投資銀行中国支店長 
委 員  隅藏 康一  国立大学法人政策研究大学院大学助教授 
委 員  高橋真理子  朝日新聞社科学医療部次長 
委 員  都河 明子  国立大学法人東京医科歯科大学留学生センター教授 
委 員  中島 尚正  (独)産業技術総合研究所理事・臨海副都心センター所長 
委 員  中村 道治  日立製作所執行役副社長 
委 員  原山 優子  国立大学法人東北大学大学院工学研究科教授  
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(4)職員名簿 
  所  属       職  名        氏 名    在 職 期 間 
 所長                     國谷  実  H18.3.17～H19.7.17 
                        木村  良  H19.7.18～ 
 総務研究官                  桑原 輝隆  H17.4.1～ 
 総務課        課長          杉山  弘  H19.4.1～ 
            課長補佐    併   手代木祐一  H18.10.10～ 
            情報係長    併   石黒 裕康  H18.4.1～H19.3.31 
            庶務係長        野村  崇  H17.10.1～ 
            主任      併   五島登美子  H17.7.1～ 
            主任          神田由美子  H17.7.1～ 
            経理係長        小田  剛  H17.5.1～H19.4.14 
            経理係長        坂内 信夫  H19.4.15～ 
            用度係長    併   手代木祐一  H18.10.10～ 
                        佐藤 博俊  H16.11.1～ 
            自動車運転手      浅野 一夫  H16.7.1～H19.6.30 
            自動車運転手      三浦 幸一  H19.7.1～ 
            事務補助員       松尾 葉子  H19.4.1～ 
            事務補助員       宮田 春奈  H19.10.1～ 
            事務補助員       近藤安由美  H19.4.1～ 
            事務補助員       安藤 紀子  H19.4.1～ 
            事務補助員       奥原 由枝  H20.2.25～ 
 企画課        課長          松室 寛治  H18.7.1～H19.6.24 
            課長          阿部 浩一  H19.6.25～ 
            課長補佐        塚本 圭二  H19.4.1～ 
            国際研究協力官     三森八重子  H18.7.1～ 
            企画係長        細坪 護挙  H18.1.1～ 
                        神部 匡毅  H19.4.1～ 
            業務係長        宮本 祐吾  H9.1.1～ 
                        秋田のぞみ  H13.12.1～ 
            事務補助員       齋藤 弥生  H19.4.1～ 
科学技術基盤調査研究室 室長      併   富澤 宏之  H18.4.1～H19.7.30 
                               H19.7.31～  
                               （経済協力開発機構へ派遣） 
            室長      併   桑原 輝隆  H19.8.1～ 
            室長補佐    併   石橋 英二  H18.4.1～ 
            主任研究官       伊神 正貫  H19.8.1～ 
            研究官         蛯原 弘子  H18.4.1～ 
(4)職員名簿 
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                    併   細坪 護挙  H18.4.1～H19.7.31 
                    併   神田由美子  H18.4.1～ 
                    併   阪  彩香  H18.4.1～ 
            事務補助員       小川真紀子  H19.4.1～H20.3.30 
科学技術動向研究    センター長   併   桑原 輝隆  H17.4.1～H19.9.30 
センター        センター長心得     奥和田久美  H19.10.1～H20.3.31 
            主任研究官       光盛 史郎  H18.4.1～ 
            主任研究官       柿崎 文彦  H17.7.1～ 
            主任研究官       伊藤 裕子  H14.10.1～ 
            主任研究官       藤井 章博  H15.6.1～H19.3.31 
            主任研究官       石井加代子  H16.4.1～ 
            主任研究官       伊神 正貫  H17.5.1～ 
                               H17.6.30～H19.7.31 
                               （経済協力開発機構へ派遣） 
            研究員         阪  彩香  H17.4.1～ 
            研究員         金間 大介  H18.1.1～ 
            上席研究官       奥和田久美  H14.7.1～H19.9.30 
            上席研究官       横尾 淑子  H15.1.1～ 
            上席研究官       池田 一壽  H18.4.1～H19.3.31 
            上席研究官       浦島 邦子  H15.6.16～ 
            上席研究官       重茂 浩美  H18.1.1～ 
            上席研究官       渡辺 政隆  H18.3.1～H19.3.31 
            事務補助員       後藤 麻里  H18.4.1～ 
            事務補助員       佐々木明子  H18.4.1～ 
            事務補助員       宮田 春奈  H18.8.7～H19.9.30 
            事務補助員       梅澤真理奈  H18.8.7～ 
            事務補助員       関 祐美子  H18.10.1～ 
            事務補助員       今井  民  H19.3.1～ 
            事務補助員       奥原 由枝  H20.1.1～H20.2.24 
 第 1研究グループ   総括主任研究官 事取  桑原 輝隆  H17.4.1～ 
            研究員         近藤 章夫  H17.8.1～H20.3.31 
            研究員         明城  聡  H19.4.1～ 
            事務補助員       佐藤  愛  H19.4.1～ 
 第 2研究グループ   総括主任研究官  事取 桑原 輝隆  H17.4.1～H19.3.31 
            主任研究官       上野  彰  H18.6.1～ 
            主任研究官       富澤 宏之  H8.10.1～ 
                               H19.7.31～ 
                               （経済協力開発機構へ派遣） 
(4)職員名簿 
(5)特別研究員 
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            研究員         長谷川光一  H19.4.1～ 
            研究員         大西宏一郎  H18.8.1～ 
            事務補助員       奥原 由枝  H19.4.1～H19.12.31 
            事務補助員       鈴木 敏子  H20.1.1～H20.3.30 
 第 1調査研究グループ 総括上席研究官     佐藤 真輔  H18.7.1～H20.3.31 
            上席研究官       治部 眞理  H17.4.1～H20.3.31 
            上席研究官       三浦有紀子  H15.1.1～H19.12.31 
            上席研究官       下村 智子  H16.7.1～H19.4.1 
            上席研究官       三須 敏幸  H17.12.1～ 
                     併  安高 志穂  H19.7.1～H20.3.31 
            事務補助員       水越 彩香  H19.4.1～H20.3.31 
 第 2調査研究グループ 総括上席研究官  併  佐藤 真輔  H19.3.1～H20.3.31 
            上席研究官       安高 志穂  H18.4.1～H20.3.31 
            上席研究官       東田 尚子  H18.3.1～ 
            研究官         中村 征樹  H18.3.1～H19.9.30 
            事務補助員       鈴木 敏子  H18.7.10～H19.12.31 
            事務補助員    併  水越 彩香  H20.1.1～ 
 第 3調査研究グループ 総括上席研究官     渡邊 康正  H18.5.1～ 
            上席研究官       鈴木  均  H17.11.1～H19.12.31 
            上席研究官         三橋 浩志  H18.8.1～ 
            上席研究官       手代木祐一  H18.10.10～ 
            研究官         石黒 裕康  H18.4.1～H20.3.31 
            研究官         五島登美子  H17.7.1～ 
            研究官         小倉  都  H19.5.1～ 
                     併  柿崎 文彦  H9.7.16～ 
            事務補助員       小島 和歌子 H19.4.1～ 
 
(5)特別研究員（五十音順） 
今田  順  東京電力(株) 
河本  洋  (株)トヨタテクノサービス 
塩谷 景一  三菱電機(株) 
竹内 寛爾  ソニー(株) 
前田 征児  新日本石油(株) 
清水 貴史  (独)宇宙航空研究開発機構 
荻  浩美  東京電力(株) 
藤本 博也  日産自動車(株) 
 
(6)客員研究官 
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(6)客員研究官（五十音順） 
①客員研究官 
安達  勝  筑波大学研究事業部事業課長 
生駒 俊之  (独)物質・材料研究機構生体材料センター生命機能制御 G主任研究官 
伊澤 達夫  東工大理事・副学長 
石井 利和  長崎大学理事 
石井 正道  元科学技術政策研究所上席研究官 
伊地知寛博  成城大学社会イノベーション学部政策イノベーション学科教授 
市口 恒雄  (株)日立製作所基礎研究所主任研究員 
今井  寛  筑波大学大学研究センター教授 
今村  努  (独)海洋研究開発機構理事 
岩佐 朋子  横浜市立大学国際総合科学部経営科学系准教授 
植弘 崇嗣  (独)国立環境研究所主任研究企画官室国際室長 
臼田裕一郎  (独)防災科学研究所防災システム研究センター研究員 
内田  治  東京情報大学総合情報学部環境情報学科准教授 
内丸 幸喜  東北大学教授 未来科学技術共同研究センター副センター長 
遠藤 達弥  (財)全日本地域研究交流協会研究交流課長 
大須賀 壮  理化学研究所研究プリオリティー会議研究政策企画員 
大竹 洋平  学校法人麻布学園非常勤講師 
大橋  弘  東京大学大学院経済学研究科准教授 
小笠原 敦  (独)産業技術総合研究所東京本部総括主幹 
岡田 羊祐  一橋大学大学院経済学研究科教授 
小川 義和  国立科学博物館展示・学習部学習課長 
小倉  都  (独)産業技術総合研究所ベンチャー開発戦略研究室研究員 
小倉  康  国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部総括研究官 
小田切宏之  一橋大学大学院経済学研究科教授 
勝木 元也  日本学術振興会学術システム研究センター副所長 
勝山 俊夫  (株)日立製作所中央研究所主任研究員 
金澤 一郎  国立精神・神経センター名誉総長 
亀岡 秋男  北陸先端科学技術大学院大学特任教授 
川本 克也  (独)国立環境研究所循環型社会・廃棄物研究センター室長 
木村 政司  日本大学芸術学部教授 
権  赫旭  日本大学経済学部専任講師 
工藤 君明  (独)海洋研究開発機構海洋工学センター研究支援部調査役 
黒川 利明  (株)CSK ホールディングス総合企画部フェロー 
香月祥太郎  立命館大学大学院テクノロジー・マネジメント研究科教授 
後藤  晃   
小林 信一  筑波大学ビジネス科学研究科教授 
(6)客員研究官 
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近藤 正幸  横浜国立大学大学院環境情報研究院教授 
佐伯 浩治  政策研究大学院大学教授 
榊  裕之  豊田工業大学副学長 
榊原 清則  慶応義塾大学総合政策学部教授 
坂村  健  東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授 
佐野  太  山梨大学学長補佐・教授 
品川 萬里  日興コーディアル証券(株)顧問 
篠崎 香織  東京富士大学経営学部教授 
下田 隆二  東京工業大学総合研究院ソリューション研究機構イノベーションシステム研究 
       センター教授 
調 麻佐志  東京農工大学大学教育センター准教授 
鈴木  潤  政策研究大学院大学教授 
鈴木 宏明  青山学院大学文学部教授 
角南  篤  政策研究大学院大学准教授 
鷲見 芳彦  帝人(株)研究企画推進部先端バイオ企画担当部長 
関口 浩美  芸術文化短期大学情報コミュニケーション学科講師 
高井 英造  (株)フレームワークス特別技術顧問 
瀧澤 隆俊  (独)海洋研究開発機構海洋地球情報部部長 
竹内 寛爾  ソニー(株)コーポレートテクノロジー部 
竹村 誠洋  (独)物質・材料研究機構国際室次長 
多田 国之  元東レ(株)研究・開発企画部主幹 
刀川  眞  室蘭工業大学情報メディア教育センター教授 
中馬 宏之  一橋大学イノベーション研究センター教授 
塚原 修一  国立教育政策研究所高等教育研究部総括研究官 
辻本 将晴  芝浦工業大学専門職大学院工学マネジメント研究科専任講師 
道正 久春  東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻客員 
長坂 俊成  (独)防災科学技術研究所防災システム研究センター主任研究員 
永田 晃也  九州大学大学院経済学研究院准教授 
永野  博  政策研究大学院大学教授 
中野 幸紀  関西学院大学総合政策学部教授 
中村  哲  (独)情報通信研究機構知識創成コミュニケーション研究センター上席研究員 
中村  豪  東京大学経済学部准教授 
中山 保夫  三菱電機(株)社会インフラ事業本部社会インフラ技術部部長代理 
奈良坂 智  (独)科学技術振興機構企画評価室調査役 
新田 裕史  国立環境研究所環境健康研究領域環境疫学研究室長 
丹羽冨士雄  政策研究大学院大学教授 
羽田 尚子  駒澤大学経営学部専任講師 
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浜田 真悟  (独)産業技術総合研究所研究員 
林  和弘  (社)日本化学会学術情報部課長 
林   晋  京都大学大学院文学研究科教授 
林  隆之  (独)大学評価・学位授与機構評価研究部准教授 
日高 一義  日本アイ・ビー・エム(株)東京基礎研究所部長 
日引  聡  (独)国立環境研究所社会環境システム研究領域主任研究員 
引岡 正明  テクノ経済研究所代表 
深尾 京司  一橋大学経済研究所教授 
福島 正人  東京大学大学院総合文化研究科准教授 
福田 和彦  元昭和電工(株)技術本部スタッフマネージャー 
札野  順  金澤工業大学工学部教授 
細野 光章  東京工業大学産学連携推進本部文科省産学連携コーディネーター兼特任准教授 
袰岩  晶  明治学院大学非常勤講師 
牧山 康志  医療法人道守会会田記念リハビリテーション病院医師 
松原  宏  東京大学大学院総合文化研究科教授 
松原 美之  総務省消防庁消防研究センター研究統括官 
持田  勲  九州大学産学連携センター特任教授 
元橋 一之  東京大学大学院工学系研究科教授 
盛田 謙二  東京大学医科学研究所教授 
山下 泰弘  山形大学評価分析室准教授 
山田  肇  東洋大学経済学部教授 
山村 研一  熊本大学発生医学研究センター教授 
横田 慎二  (独)産業技術総合研究所技術情報部門シニアリサーチャー 
吉野 諒三  情報・システム研究機構統計数理研究所教授 
Lee  Woolgar  東京大学先端科学技術研究センター客員研究員 
渡辺 隆夫  (財)電力中央研究所エネルギー技術研究所上席研究員 
 
②国際客員研究官 
野原 博敦  仏国立労働経済学産業社会学研究所主任研究員 
山田  直  フリーランス・コンサルタント 
 
(7)技術参与 
斉川 夏樹  KDDI(株) 
野村  稔  日本電気(株) 
鈴木恵理子  (独)科学技術振興機構 
谷地田常秋  (独)科学技術振興機構 
 
(8)科学技術政策研究所の沿革 
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(8)科学技術政策研究所の沿革 
1947 年 12 月 経済安定本部資源委員会事務局設置 
1949 年 06 月 （資源委員会は資源調査会へ改称） 
1952 年 08 月 （資源調査会は総理府の附属機関へ） 
1956 年 05 月 科学技術庁設置   
       資源調査会事務局は科学技術庁資源局となる。 
       （資源調査会は科学技術庁の附属機関へ） 
1968 年 06 月 資源調査所設置（科学技術庁資源局廃止） 
1988 年 07 月 科学技術政策研究所設置（資源調査所改組） 
2001 年 01 月 中央省庁の再編により文部省と科学技術庁が統合され文部科学省が発足。 
       （文部科学省の附属機関となる） 
       所内に科学技術動向研究センターを設置（第 4調査研究グループ改組） 
2002 年 07 月 永田町合同庁舎（千代田区永田町）から郵政事業庁庁舎（当時)（千代田区霞ヶ
関)移転 
2004 年 01 月 文部科学省ビル（千代田区丸の内）に移転 
2006 年 03 月 情報分析課廃止（2006 年度「科学技術基盤調査研究室」へ改組） 
2006 年 04 月 科学技術基盤調査研究室設置 





委員長   総務研究官          桑原 輝隆 
委 員   総務課            手代木祐一 
第1研究グループ       明城  聡 
第 2研究グループ       大西宏一郎 
第1調査研究グループ     中務 貴之 
第 2調査研究グループ     安高 志穂 
第 3調査研究グループ     小倉  都 
科学技術動向研究センター   池田 一壽 
科学技術基盤調査研究室    石橋 英二 
企画課            宮本 祐吾 
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